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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　
回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

(1) 連結経営指標等 　 　 　 　 　

完成工事高 (百万円) 108,556 124,710 120,156 120,379 115,670

経常利益 (百万円) 6,380 8,229 7,791 7,018 4,837

当期純利益 (百万円) 3,215 4,393 4,328 3,852 3,038

純資産額 (百万円) 35,883 41,967 42,436 45,400 46,485

総資産額 (百万円) 73,893 74,401 71,047 70,775 66,366

１株当たり純資産額 (円) 875.18 956.22 1,031.481,106.711,159.50

１株当たり当期純利益 (円) 77.12 107.37 107.56 100.72 79.40

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 69.47 96.54 96.56 90.33 ―

自己資本比率 (％) 48.6 52.6 55.5 59.8 68.3

自己資本利益率 (％) 9.4 11.7 11.0 9.4 6.9

株価収益率 (倍) 21.4 13.0 8.4 9.1 8.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,223 6,614 708 5,809 651

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △201 601 △2,879 △2,303 △2,992

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,914 △7,787 △3,724 △1,083 △7,521

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 21,551 20,978 15,081 17,503 7,640

従業員数 (名)
2,451
(284)

2,568
(286)

2,688
(337)

2,909
(316)

3,011
(386)

(2) 提出会社の経営指標等 　 　 　 　 　

完成工事高 (百万円) 97,383 113,632 108,930 110,682 106,139

経常利益 (百万円) 5,669 6,943 6,287 5,653 4,106

当期純利益 (百万円) 2,406 3,407 3,488 3,165 2,481

資本金 (百万円) 5,608 5,610 5,610 5,610 5,610

発行済株式総数 (株) 41,108,37341,112,32441,112,32441,112,32441,112,324

純資産額 (百万円) 33,521 35,797 35,293 37,515 39,922

総資産額 (百万円) 65,807 64,671 61,379 61,910 57,753

１株当たり純資産額 (円) 817.43 874.82 922.82 980.83 1,021.60

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

16.00

(―)

19.00

(―)

20.00

(8.00)

20.00

(9.00)

20.00

(10.00)

１株当たり当期純利益 (円) 57.22 83.27 86.70 82.75 64.84

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 51.97 75.22 78.15 74.52 ―

自己資本比率 (％) 50.9 55.4 57.5 60.6 69.1

自己資本利益率 (％) 7.5 9.8 9.8 8.7 6.4

株価収益率 (倍) 28.9 16.7 10.5 11.1 10.4

配当性向 (％) 27.2 22.8 23.1 24.2 30.8

従業員数 (名)
1,598
(128)

1,599
(137)

1,731
(157)

1,786
(154)

1,851
(165)
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(注) １　完成工事高には、消費税等は含まれておりません。

２　第62期の１株当たり配当額16円00銭は、特別配当10円00銭（創業60周年を記念した特別配当４円を含む）

を含んでおります。

３　第63期の１株当たり配当額19円00銭は、特別配当13円00銭を含んでおります。

４　第64期の１株当たり配当額20円00銭は、特別配当14円00銭を含んでおります。

５　第65期の１株当たり配当額20円00銭は、特別配当14円00銭を含んでおります。

６　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

７　第63期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号　平成17年12月９日）を適用しております。

８　第66期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【沿革】

当社は電気通信設備工事会社として、社名を大明工業株式会社として資本金５万円をもって発足しまし

た。

主な沿革は以下のとおりであります。

昭和19年12月 設立登記

昭和21年２月 会社事務所を東京都大田区に開設し営業開始

昭和21年12月 社名を「大明電話工業株式会社」に変更

昭和24年10月 建設業法施行により、建設業登録し許可を受ける

昭和27年７月 日本電信電話公社法が施行され工事業者資格認定を受ける

昭和36年４月 当社株式を店頭に公開

昭和36年10月 当社株式を東京証券取引所市場第二部に上場

昭和49年２月 当社株式を東京証券取引所市場第一部に指定替上場

昭和49年９月 本店を品川区南大井に新築移転

昭和49年10月 建設業法の改正に伴い、特定建設業の許可を受ける

昭和59年10月 新規事業分野への一層の展開を図るため「大明電設工業株式会社」を吸収合併し、情報シ
ステム事業本部を新たに設置

平成３年４月 日本電信電話株式会社から「通信設備総合工事」の資格を受ける

平成７年４月 「鈴電株式会社」を吸収合併する

平成７年６月 社名を「大明株式会社」に変更

　 本店を現在地(品川区西五反田)に移転

平成９年12月 大明テレコム株式会社を子会社とした

平成10年２月 全店全部門において国際品質保証規格「ISO9001」の認証を取得

平成10年８月 大明通産株式会社を子会社とした（現連結子会社）

平成11年５月 千葉支店において環境管理の国際規格「ISO14001」の認証を取得

平成11年９月 東京証券取引所の貸借銘柄株式に指定

　 東邦建株式会社を子会社とした（現連結子会社）

平成13年６月 新光電機株式会社を子会社とした（現連結子会社）

平成13年８月 労働環境を安全かつ衛生的に維持管理する国際的統一規格「労働安全衛生マネジメント
システム(OHSAS18001)」の認証を取得

平成13年10月 大明ビジネスメイト株式会社を設立し、子会社とした（現連結子会社）

平成14年10月 関西支店において環境管理の国際規格「ISO14001」の認証を取得

平成15年２月 大明企業行動憲章を制定

平成15年４月 株式会社ＩＰテクノサービスを設立し、子会社とした（現連結子会社）

平成17年１月 グループ企業行動憲章を制定

平成17年10月 ITソリューション事業本部および経営管理本部において「情報セキュリティマネジメン
トシステム(ISMS)」の認証を取得

平成18年２月 創業60周年を迎える

平成18年５月 統合マネジメントシステム（統合MS）の認証を取得

平成21年７月 大明テレコム株式会社は、大明コムテック株式会社を吸収合併し、商号を「大明ネクスト
株式会社」とした（現連結子会社）

平成21年10月 大明新木場ビル開設

平成22年３月 東邦建株式会社、大明ネットワーク株式会社、大明通産株式会社、大明ネクスト株式会社を
簡易株式交換により完全子会社とした

平成22年５月 株式会社コミューチュア、株式会社東電通と共同持株会社設立に関する株式移転契約締結

平成22年６月 大明市川研修センタ開設
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び子会社12社で構成され、NTTネットワークエンジニアリング、モバイルネット

ワークソリューション、ITソリューション、総合設備エンジニアリングの４事業を主な内容とし、更にこれ

に関連する建設機材等の販売及び賃貸、警備保障業務等の事業活動を行っております。

　

当社グループの事業に関わる位置付けは以下のとおりであります。

　

NTTネットワークエンジニアリング事業、モバイルネットワークソリューション事業、総合設備エンジニ

アリング事業

当社ほか、連結子会社東邦建㈱ほか８社が施工しており、これらの子会社に、当社施工工事の一部を

発注しております。

　

ITソリューション事業

当社及び連結子会社㈱IPテクノサービスが情報通信システムの設計・施工並びにソフトウェアの設

計販売・ハードウェアの販売を行っております。

　

建設機材等の販売及び賃貸

連結子会社大明通産㈱及び大明テクノ㈱が行っており、当社のほか子会社が施工工事に要する機材

等の一部につきこれらの子会社より発注・賃借しております。

　

警備保障業務

連結子会社大明テクノ㈱が行っており、当社のほか子会社が施工工事に伴う業務の一部につき大明

テクノ㈱に発注しております。
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以上述べた事項を事業系統図によって示すと、おおむね以下のとおりであります。

　

　

※　上表中の子会社であります東邦建㈱はジャスダック証券取引所に上場しておりましたが、当社の完全子会社と

なったことに伴い、平成22年３月19日をもって上場を廃止しております。

　

EDINET提出書類

大明株式会社(E00077)

有価証券報告書

  6/115



４ 【関係会社の状況】

　

会社名 住所
資本金
(百万円)

主要な
事業の内容

議決権の
所有または
被所有割合
(％)

関係内容

役員の
兼任
(名)

資金
援助の
有無

営業上の取引
設備の
賃貸借
の有無

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　 　 　

大明テクノ㈱ 東京都品川区 26

電気通信設備
工事業、警備保
障・交通誘導、
建設機材の販売
・賃貸

99.7
 

― 有

当社工事の一部及び警
備業務の一部を発注
工事用建設機材等の発
注・賃借
(注)４

有

大明エンジニアリング㈱ 大阪府大東市 35
電気通信設備
工事業

80.3 ― 有 当社工事の一部を発注 無

大明ネクスト㈱ 東京都江東区 80
電気通信設備
工事業

100.0 ― 無
当社工事の一部を発注
(注)４

有

大明通産㈱ 東京都江東区 467

通信設備に関わ
る材料等の販
売、建設機材の
販売・賃貸

100.0 ― 有
工事用建設機材等の発
注・賃借
(注)４

有

國興システムズ㈱ 東京都新宿区 50
電気通信設備
工事業

100.0 ― 無 当社工事の一部を発注 無

東邦建㈱ 栃木県佐野市 817
電気通信設備
工事業

100.0 ― 無
当社工事の一部を発注
債務保証
(注)１

無

大明ネットワーク㈱ 大阪市西区 60
電気通信設備
工事業

100.0 ― 無 当社工事の一部を発注 無

明成通信㈱ 東京都調布市 33
電気通信設備
工事業

40.0 ― 有
当社工事の一部を発注
(注)３

無

㈱日進通工 札幌市東区 35
電気通信設備
工事業

40.0 ― 無
当社工事の一部を発注
(注)３

有

新光電機㈱ 大阪府豊中市 42
電気通信設備
工事業

88.9 １ 無 当社工事の一部を発注 無

大明ビジネスメイト㈱ 東京都品川区 10
総務関係業務等
の受託業、人材
派遣業

100.0
(10.0)

― 無
当社総務関係業務の
一部を委託
(注)２、４

有

㈱IPテクノサービス 東京都品川区 10情報サービス業 100.0 １ 無
当社工事の一部を発注
(注)４

無

(注) １　連結子会社のうち東邦建㈱、大明ネクスト㈱、大明ネットワーク㈱は特定子会社に該当します。

２　議決権の所有割合の(　)内は、間接所有の割合で内数となっております。

３　議決権の所有割合は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。

４　設備の賃貸借は、主に当社から土地及び建物を賃貸しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　平成22年３月31日現在

工事種別 従業員数(名)

NTTネットワークエンジニアリング 758(168)

モバイルネットワークソリューション 1,122(107)

ITソリューション 270(10)

総合設備エンジニアリング 308(73)

全社(共通) 553(28)

合計 3,011(386)

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に年間の平均雇用人員を外数で記載しております。

２　全社(共通)に含まれる従業員数には、営業従事者205名を含んでおります。

３　臨時従業員は、パートタイマー及び期間契約の従業員等を含み、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

　平成22年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,851(165) 40.3 13.0 6,458,878

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に年間の平均雇用人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員は、パートタイマー及び期間契約の従業員等を含み、派遣社員を除いております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

提出会社である大明㈱並びに連結子会社である大明通産㈱及び東邦建㈱の労働組合は、大明労働組合

として同一団体に組織され、平成22年３月31日現在の組合員数は1,276名であります。また、連結子会社で

ある大明エンジニアリング㈱の労働組合は、大明エンジニアリングユニオンで平成22年３月31日現在の

組合員数は54名であり、大明ネットワーク㈱の労働組合は、大明ネットワークユニオンで平成22年３月31

日現在の組合員数は114名であります。大明ビジネスメイト㈱においては、大明iユニオンに加盟してお

り、平成22年３月31日現在の組合員数は13名であります。大明労働組合、大明エンジニアリングユニオン、

大明ネットワークユニオン及び大明iユニオンは、大明関連労働組合協議会として、全国情報・通信・設

備建設労働組合連合会に所属しており、その上部組織は情報産業労働組合連合会であります。

なお、労使関係は安定しております。

その他の連結子会社は、労働組合を結成しておりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

2008年の金融危機に端を発した世界規模での景気悪化は、2010年に入り徐々に回復の兆しを見せては

いるものの、依然個人消費は低迷しており、公共投資や企業の設備投資も当面の間は大幅な回復は難しい

状況にあります。

このような状況下、情報通信分野においては通信キャリアの設備投資も抑制気味でありますが、その内

容はインフラ構築から多様な高度化サービスのための投資に変わってきており、ＮＧＮ、ＷｉＭＡＸ、Ｌ

ＴＥ等の次世代高速通信インフラの構築など、ブロードバンド化、マルチメディア化の流れが加速されて

きております。

当社グループでは、このような事業環境の急速な変化に対応すべく、新規分野として通信キャリア関連

業務（キャリアの保守運用、試験調査業務、ユーザ設備のブロードバンド化、ＩＲＵ等）や放送関連業務

などへの事業拡大による売上高の確保を図っておりますが、通信工事の簡易化、小規模化による単価減の

影響もあり、当連結会計年度の連結の経営成績としては、受注高は1,165億１百万円（前年同期比3.7％

減）、売上高は1,156億７千万円（前年同期比3.9％減）となりました。損益面につきましては、各事業に

おける売上高減少と利益率の悪化により、営業利益は46億８千３百万円（前年同期比32.4％減）、経常利

益は48億３千７百万円（前年同期比31.1％減）、当期純利益は30億３千８百万円（前年同期比21.1％

減）となりました。

　

工事の種類別業績は次のとおりであります。

①ＮＴＴネットワークエンジニアリング

光の基盤設備充足やフレッツ光純増数の逓減により、一般総合工事、サービス総合工事の売上高が減

少したことから、受注高は361億６千７百万円（前年同期比2.2％減）、売上高は358億９千２百万円

（前年同期比2.7％減）となりました。

　

②モバイルネットワークソリューション

移動体通信キャリアの設備投資減少及び工事の簡易化、小規模化により受注高は575億４千１百万円

（前年同期比6.3％減）、売上高は569億４千８百万円（前年同期比6.9％減）となりました。

　

③ＩＴソリューション

企業の収益や設備投資の減少など、景気の悪化により金融・小売業をはじめとする一般民需市場が

停滞気味に推移したことから、受注高は95億４千１百万円（前年同期比7.9％減）、売上高は93億７百

万円（前年同期比14.8％減）となりました。

　

④総合設備エンジニアリング

デジタルデバイト解消のための公共工事（ＩＲＵ）及び放送波のデジタル化に伴うコンサル業務な

ど、新規分野の開拓に努めたこともあり、受注高は132億５千２百万円（前年同期比8.8％増）、売上高

は135億２千１百万円（前年同期比18.9％増）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ98

億６千２百万円減少し、76億４千万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動のキャッシュ・フローは、売上債権の増加26億３千７百万円及び

法人税等の支払額27億６千４百万円等による資金の減少があったものの、税金等調整前当期純利益46

億９千４百万円及び減価償却費13億１千８百万円等により６億５千１百万円の増加となりました（前

連結会計年度比51億５千７百万円減少）。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動のキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得28億７千５百万円

及び無形固定資産の取得１億４千万円等の資金の減少により29億９千２百万円の減少となりました

（前連結会計年度比６億８千８百万円減少）。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動のキャッシュ・フローは、社債の償還による支出65億９千１百万

円、配当金の支払８億３百万円等の資金の減少により、75億２千１百万円の減少となりました（前連結

会計年度比64億３千７百万円減少）。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

工事種別

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(百万円)

前年同期比
(％)

NTTネットワークエンジニアリング 36,975 36,167 △2.2

モバイルネットワークソリューション 61,440 57,541 △6.3

ITソリューション 10,359 9,541 △7.9

総合設備エンジニアリング 12,185 13,252 8.8

合計 120,960 116,501 △3.7

　

(2) 売上実績

工事種別

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(百万円)

前年同期比
(％)

NTTネットワークエンジニアリング 36,901 35,892 △2.7

モバイルネットワークソリューション 61,177 56,948 △6.9

ITソリューション 10,928 9,307 △14.8

総合設備エンジニアリング 11,371 13,521 18.9

合計 120,379 115,670 △3.9

(注) １　当連結企業集団では生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載しておりません。

２　当連結企業集団は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、それに代えて工事種別に記載しており

ます。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

４　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高(消費税等を含まない)及びその割合は、次のと

おりであります。

　 前連結会計年度 当連結会計年度

　 （自　平成20年４月１日 （自　平成21年４月１日

相手先 至　平成21年３月31日） 至　平成22年３月31日）

　 金額 割合 金額 割合

　 （百万円） （％） （百万円） （％）

東日本電信電話株式会社 28,934 24.0 27,568 23.8

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 27,882 23.2 26,543 22.9

　

EDINET提出書類

大明株式会社(E00077)

有価証券報告書

 11/115



なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりであります。

①受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

期別 工事種別
前期繰越
工事高
(百万円)

当期受注
工事高
(百万円)

計
 

(百万円)

当期完成
工事高
(百万円)

次期繰越工事高
当期
施工高
(百万円)

手持工事高
(百万円)

うち施工高

比率
(％)

金額
(百万円)

第
65
期
 
自至
平平
成成
2021
年年
４３
月月
１31
日日

　 　 　 　 　 　 　 　 　

NTTネットワーク

エンジニアリング
6,84336,97543,81936,9016,917 33.3 2,30337,440

モバイルネットワーク

ソリューション
12,44560,32072,76660,04912,716 31.0 3,94260,422

ITソリューション 1,525 7,502 9,027 7,967 1,060 18.2 193 7,722

総合設備エンジニアリング 1,674 6,307 7,981 5,764 2,217 12.1 269 5,658

合計 22,488111,106133,594110,68222,912 29.3 6,708111,243

第
66
期
 
自至
平平
成成
2122
年年
４３
月月
１31
日日

　 　 　 　 　 　 　 　 　

NTTネットワーク

エンジニアリング
6,91736,16743,08535,8927,192 24.3 1,74435,333

モバイルネットワーク

ソリューション
12,71656,58369,30056,10213,197 25.6 3,38155,542

ITソリューション 1,060 7,345 8,406 7,066 1,340 28.2 377 7,250

総合設備エンジニアリング 2,217 6,808 9,026 7,077 1,948 27.8 542 7,350

合計 22,912106,905129,817106,13923,678 25.5 6,046105,477

(注) １　前期以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更があるものについては、当期受注工事高にその増
減額を含めております。したがって当期完成工事高にもかかる増減額が含まれております。

２　次期繰越工事高の施工高は工事進捗部分に対応する受注工事高であります。
３　当期施工高は（当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高）に一致いたします。
４　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
５　ITソリューションには、工事請負契約以外の売上高 前期719百万円 当期610百万円が含まれております。
６　完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。
　　第65期請負金額１億円以上の主なもの

ドコモエンジニアリング関西株式会社 布引トンネル・第二布引トンネル 移動通信工事

エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社 大和ハウス高崎北住宅地開発事業　その１

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ東海支社 ＩＢライオンズタワー六野　ＩＭＴ設備工事

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ ＳＴ東京ガス海岸ＲＫ新設

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ ＳＴプラウドＴ千代田ＲＫ新設

　　第66期請負金額１億円以上の主なもの

エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社 奈良総２０―ＡＩ０３０９電気通信設備工事

株式会社ＮＴＴ西日本―兵庫 兵庫総２０―ＡＡ７０１０電気通信設備工事

東日本電信電話株式会社
小山２１（小山外４・ＣＰ更改）総合工事（３２１５１

４）

東日本電信電話株式会社 みどり市様みどり市公共施設ネットワーク構築業務

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株

式会社
大阪東総１８―ＲＥ０２２６電気通信設備工事

７　第66期末(平成22年３月31日現在)手持工事のうち、請負金額１億円以上の主なものは、次のとおりであります。

東日本電信電話株式会社
茅場兜通信設備総合工事（１０２００

１）＜Ⅰ＞
平成24年２月完成予定

株式会社ＮＴＴ西日本―兵庫
平成22年度相生豊岡区域管理ＣＰ更改工

事
平成23年３月完成予定

東日本電信電話株式会社
小山２１（栃木外・ＣＰ更改）総合工事

（３２１６７６）
平成23年２月完成予定

エヌ・ティ・ティ・インフラネッ

ト株式会社
小町通り電線共同溝工事 平成22年５月完成予定

エヌ・ティ・ティ・インフラネッ

ト株式会社

京都総２１―ＡＩ０２３７電気通信設備

工事
平成22年12月完成予定

　
　 ②受注工事の受注方法別比率

受注は指名競争入札を原則として契約されております。
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３ 【対処すべき課題】

当社を取り巻く情報通信関連分野の事業環境は近年大きく変化しております。この変化に対応するた

め、当社は平成22年10月１日を効力発生日として株式会社コミューチュアと株式会社東電通と共同して

株式移転を行うことにより共同持株会社を設立する経営統合を予定するなど、事業構造を転換し、収益

力、競争力の向上を図るため、次の課題に重点的に取り組んでまいります。

① ３社経営統合によるシナジー効果の追求

② 既存事業の見直しによる生産性向上と人材創出

③ 新規分野での事業拡大

④ 施工ありきの営業活動から積極的な提案営業への転換

⑤ 現場主義に基づく業務改善とトータルマンパワーのアップ

⑥ 安全、安心、信頼の確保、コンプライアンスの徹底

　

　

４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには次のようなもの

があります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1) 特定取引先への依存

当社グループは情報通信の「ＩＴエンジニアリング＆サービス会社」として、ＮＴＴグループをは

じめとする情報通信事業者各社との安定的な取引を継続しておりますが、これら各社の売上高に占め

る割合が高く、通信事業者各社の設備投資動向や技術革新によっては当社グループの業績へ影響を及

ぼす可能性があります。

　

(2) 安全品質の管理

当社グループでは「安全」と「品質」を大明ブランドの基本として、安全衛生や品質のマネジメン

トシステムを導入・駆使し、お客さまに信頼され、評価される高品質なエンジニアリングとサービスを

お届けすることとしておりますが、重大な事故等不測の事態を発生させた場合は、社会的に大きな影響

を与えるとともに営業活動に制約を受け、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(3) 重要な情報の管理

当社グループはネットワーク関連の設備・システムの構築、保守・運用サービスの提供において取

引先より個人情報等をお預かりしております。当社グループでは情報セキュリティマネジメントシス

テム（ＩＳＭＳ）の認証を取得しており、従業員に対する情報漏洩防止対策に関する取り組みを重視、

徹底しておりますが、情報漏洩に関する不測の事態を発生させた場合は、取引先の信頼を損なうととも

に損害賠償義務の発生や営業活動に制約を受け、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。
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(4)取引先の信用リスク

当社グループは取引先に対する与信管理や債権管理等のリスク回避を徹底させておりますが、万一、

信用不安などが顕在化した場合、資金の回収不能や施工遅延を生じ、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

　

(5)競合の激化

当社グループの事業領域は情報通信事業者各社の熾烈な競争等の影響により競合が激化していく傾

向にあります。この競争環境への適応をスピーディーに行うため、経営統合でのシナジー発揮に注力し

てまいりますが、想定以上の事業環境の変化による不確実性などから当社の競争の優位性が低下した

場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(6)株式会社コミューチュア、株式会社東電通との経営統合について

当社は、平成22年10月１日に株式会社コミューチュア及び株式会社東電通との共同株式移転による

経営統合を予定しており、各社の経営リソースの統合によって、大きなシナジー効果と新たな成長戦略

が期待できます。

　しかしながら、本株式移転に係る手続は、本有価証券報告書提出日現在において終了しておりません。

本株式移転は国内外の規制当局の承認、報告、書類の提出及び条件の充足といった様々な条件に服して

いることから、国内外の規制当局の判断によっては、今後、本株式移転が予定したとおりに進行せず、又

は本株式移転の実現に影響を与える可能性があり、かかる事態が発生した場合には、当社グループ及び

株式会社コミューチュアグループ並びに株式会社東電通グループによる経営統合の実現に支障をきた

す可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当連結会計年度における経営上の重要な契約等は、次のとおりであります。

　

１．当社と株式会社コミューチュア（以下、「コミューチュア」といいます。）と株式会社東電通（以

下、「東電通」といいます。）は、平成22年５月19日開催の３社それぞれ取締役会において、平成22年

10月１日を効力発生日とした株式移転により株式会社ミライト・ホールディングス（以下、「共同

持株会社」といいます。）を設立することについて、「株式移転計画」を作成し、経営統合に関する

「経営統合契約」を締結することを決議致しました。

（１）経営統合の目的及び内容

①経営統合の目的・背景

　３社は情報通信エンジニアリング事業（通信設備・ＩＴ設備等の建設、保守等）を行ってお

りますが、その取り巻く事業環境は、近年大きく変化しています。ユビキタス社会が実現しつ

つある今、情報通信技術は日々進化し、お客様のニーズも多様化・高度化してきており、より

幅広い事業エリアでの信頼のおける高品質なサービスの実現が求められています。このよう

な環境下、３社はそれぞれの営業基盤・事業エリア・得意分野等の補完性が高く、そのシナ

ジー効果を追求することで、全国的な施工体制を磐石なものとし、同時に新たな技術革新を進

め総合的なエンジニアリング企業として次の時代に飛躍していくことが、最大の経営課題で

あるとの認識で一致いたしました。このことから３社で協議をした結果、対等の精神を原則と

して、経営統合により３社の経営資源を最大限活用し企業価値の最大化を図るとともに、各事

業での競争力の強化・効率化を推進し統合効果を実現することにより経営基盤を一段と強固

なものにすることが最善であると判断するに至りました。
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②経営統合後の新グループの基本理念

１．情報通信技術を核とし、常に新しい価値を創造する、「総合エンジニアリング＆サービス

会社」として、お客様から最高の満足と信頼を得られる日本のリーディングカンパニー

を目指します。

２．安全と品質を大切に、最高のサービスを提供することによって豊かで快適な社会の実現

に寄与します。

３．企業の社会的責任を果たし、常に人間を尊重する企業として、人や社会と共存共栄する企

業であり続けます。

　

（２）当該株式移転の方法、株式移転に係る割当ての内容その他株式移転計画の内容

①株式移転の方法

　当社及びコミューチュア並びに東電通の株主が保有する３社の株式を会社法第772条第２項に

規定される共同株式移転により、平成22年10月１日をもって共同持株会社に移転するとともに、

当社及びコミューチュア並びに東電通の株主に対し、共同持株会社の発行する新株式を割当て

る予定です。ただし、本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により、必要な場合は３社

で協議の上、日程を変更する場合があります。

　

②株式移転に係る割当ての内容その他の株式移転計画の概要等

ア．株式移転に係る割当ての内容

　 当社 コミューチュア 東電通

株式移転比率 1 0.77 0.24

（注）１　本株式移転に係る株式の割当ての詳細

　当社の普通株式１株に対して共同持株会社の普通株式１株、コミューチュアの普通株式１株

に対して共同持株会社の普通株式0.77株、東電通の普通株式１株に対して共同持株会社の普通

株式0.24株をそれぞれ割当交付いたします。ただし、上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸

条件に重大な変更が生じた場合は、３社による協議の上、変更することがあります。また、共同

持株会社の単元株式数は100株といたします。

　２　共同持株会社が本株式移転により発行する新株式数（予定）：普通株式　85,381,866株

　上記数値は、平成22年３月31日時点における当社の発行済株式総数（41,112,324株）、コ

ミューチュアの発行済株式総数（44,915,329株）及び東電通の発行済株式総数（40,353,080

株）に基づいて算出しておりますので、変動することがあります。

　３　単元未満株式の取扱いについて

　本株式移転により当社及びコミューチュア並びに東電通の株主の皆様に割当てられる共同持

株会社の株式は、東京証券取引所及び大阪証券取引所に新規上場申請を行うことが予定されて

おり、当該申請が承認された場合、共同持株会社の株式は東京証券取引所及び大阪証券取引所

での取引が可能となり、当社の株式を100株以上、コミューチュアの株式を130株以上、または東

電通の株式を417株以上保有するなどして、本株式移転により共同持株会社の株式の単元株式

数である100株以上の共同持株会社の株式の割当てを受ける当社及びコミューチュア並びに東

電通の株主の皆様に対しては、引き続き共同持株会社の株式の流動性を提供できるものと考え

ております。

　なお、100株未満の共同持株会社の株式の割当てを受ける当社及びコミューチュア並びに東電

通の株主の皆様につきましては、かかる割当てられた株式を東京証券取引所及び大阪証券取引

所、その他の金融商品取引所において売却することはできませんが、そのような単元未満株式

を保有することとなる株主の皆様は、共同持株会社に対し、自己の保有する単元未満株式を買

取ることを請求することが可能です。

　また、その保有する単元未満株式の数と併せて１単元となる数の株式を共同持株会社から買

い増すことも可能です。

　４　１株に満たない端数の取扱い

　この割当てにより、１株に満たない端数の交付を受けることとなる株主の皆様においては、会

社法第234条その他関係法令の定めに従い、１株に満たない端数部分に応じた金額をお支払い

いたします。
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イ．株式移転の日程

平成22年5月19日統合契約書の締結及び株式移転計画の作成

平成22年6月29日３社定時株主総会における決議

平成22年9月27日３社株式の取引最終日（東京証券取引所）及び

　 コミューチュア株式の取引最終日（大阪証券取引所）

平成22年9月28日３社株式の上場廃止日（東京証券取引所）及び

　 コミューチュア株式の上場廃止日（大阪証券取引所）

平成22年10月1日共同持株会社の設立

平成22年10月1日共同持株会社の上場日（東京証券取引所／大阪証券取引所）

　

　上記は現時点での予定であり、経営統合の承認手続きの進行その他の事由により、必要な場合には、

３社で協議し合意の上で変更することがあります。

　

（３）株式移転に係る割当ての内容の算定根拠

　３社は、本株式移転の株式移転比率の算定にあたり、公正性を期すため、当社はみずほ証券株式

会社（以下、「みずほ証券」といいます。）に、コミューチュアは日興コーディアル証券株式会

社（以下、「日興コーディアル証券」といいます。）に、東電通は野村證券株式会社（以下、「野

村證券」といいます。）に、株式移転比率の算定を依頼しました。

　なお、当社及びコミューチュア並びに東電通はそれぞれ第三者算定機関よりフェアネスオピニ

オン（公正性に関する評価）は取得しておりません。

　みずほ証券は、３社株式それぞれについて市場株価が存在していることから市場株価基準法に

よる算定を行い、また、市場株価基準法に加え、３社の将来の事業活動の状況を評価に適切に反

映するためにディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）

による算定を行うとともに、３社と類似の事業を営む上場企業が複数存在することから類似企

業比較法による算定も行いました。

　日興コーディアル証券は、３社株式それぞれについて市場株価が存在していることから市場株

価法による算定を行い、また、市場株価法に加え、３社と類似の事業を営む上場企業が複数存在

することから類似上場会社比較法による算定を行うとともに、３社の将来の事業活動の状況を

評価に適切に反映するためにＤＣＦ法による算定も行いました。

　野村證券は、３社株式それぞれについて市場株価が存在していることから市場株価平均法によ

る算定を行うとともに、類似会社比較法、ＤＣＦ法、貢献度分析による算定を行いました。

　当該第三者算定機関による算定結果を参考に、それぞれ３社の財務の状況、資産の状況、将来の

見通し等の要因を総合的に勘案し、３社で株式移転比率について慎重に協議を重ねた結果、最終

的に上記株式移転比率が妥当であるとの判断に至り、合意致しました。

　

（４）株式移転の後の株式移転設立完全親会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資

本金の額、総資産の額及び事業の内容

商号
株式会社ミライト・ホールディングス

（英文：MIRAIT Holdings Corporation）

本店の所在地 東京都江東区

代表者の氏名

代表取締役社長　　八木橋　五郎

代表取締役副社長　髙江洲　文雄

代表取締役副社長　西村　憲一　

資本金の額 70億円

純資産の額 未定

総資産の額 未定

事業の内容 電気通信工事、電気工事、土木工事、建築工事及びこれらに関連する事業
を行う子会社及びグループ会社の経営管理並びにこれらに附帯する業務
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２．当社は合理的なグループ経営を推進するために、連結子会社である東邦建株式会社を完全子会社と

するための株式交換を行うことを平成21年12月９日開催の取締役会において決定し、同日付で株式

交換契約を締結いたしました。

なお、詳細につきましては「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（企業結合等関係）」

に記載のとおりであります。

　

３．当社は合理的なグループ経営を推進するために、連結子会社である大明ネットワーク株式会社、大明

通産株式会社及び大明ネクスト株式会社の各社を完全子会社とするための株式交換を行うことを平

成22年１月27日開催の取締役会において決定し、同日付で株式交換契約を締結いたしました。

なお、詳細につきましては「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（企業結合等関係）」

に記載のとおりであります。
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６ 【研究開発活動】

当社の研究開発活動を支える組織として技術開発センタ（平成21年7月1日に技術開発部と商品開発部が

統合改組）があります。

　当センタは事業本部・支店と連携しつつ開発を進めています。主に工事施工の効率化や安全・品質の向上

に資する開発、及び民需系マーケット開拓を行っています。開発成果の普及促進活動として社内導入に加

え、外販にも取り組んでおります。当センタの当連結会計年度における研究開発費は126百万円です。

　なお、子会社においては、研究開発活動は特段行われておりません。

　

(1) 研究開発の目的

改善提案活動で上申された案件や事業本部のニーズ等を分析・検討し、施工方法や工具等の改良・開発、

また民需系マーケット開拓につながる開発を速やかに実施します。その成果を関連事業本部において活用

することにより、工事の効率化や安全・品質の向上並びに民需を含めた受注拡大への事業貢献を目的とし

ております。

　

(2) 主な研究成果

①NTTネットワークエンジニアリング事業関連

・通信線路関連では、①「新型軽量アクセス操作棒」を開発、社内導入し外販も行っています。②お客様

から借用している各種カードの管理を行う「カード管理システム」を開発、社内導入し利用を開始し

ています。さらに外販準備を進めています。③「軽量化ベルブロック」の開発を完了し、提携メーカー

にて販売準備に入っています。

・土木関連では、①鋼管、ＰＶ管の縦切り及び輪切りをする工具「DT万能パイプカッター」を開発し商品

化、②「仮区画線引き器」の開発を行いました。

・NW関連では、①「ＲＪ45着脱工具」及び②「ケーブルスムーサー」の開発を行いました。

　

②モバイルネットワークソリューション事業関連

・鉄塔等高所作業の安全を確保する安全具「カバー付吊り具」を開発、社内導入・外販も行っています。

・鉄塔作業に使用する電動ウィンチを有線方式から遠隔操作ができる無線装置を開発し、社有の電動

ウィンチを順次リモコン化への改造を行っています。

　

③ＩＴソリューション事業関連

・5GHz FWAソリューションを発掘し、事業本部・支店の営業活動を支援しました。
　

④総合設備エンジニアリング事業関連

・太陽光発電や電気自動車充電インフラ設置ビジネスに関して、市場動向の調査やメーカー・自動車会

社へのコンタクトを通じて、営業部門のチャネル開拓を支援しました。

　

(3) 特許・実用新案出願

これらの活動に伴う期間中の知財活動は、特許出願２件、特許登録２件、意匠登録２件、商標出願１件、商

標登録２件となりました。

　

(4) 研究開発体制

充実した開発を推進するため、事業部門や施工現場からの提案・要望を随時受け付ける体制を作ってお

り、更に開発案件を有する事業部門とは定期的に開発会議を開催して情報交換を行い完成度を高めていま

す。

　また、提案・要望は子会社等からも受け付け、グループ一体となった研究開発を推進しています。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社グループにおける連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基

づき作成をしております。

　

(1) 財政状態の分析

（資産の部）

流動資産は、主に完成工事未収入金及び売掛金が27億６千万円、未成工事支出金等が７億１千３百万

円増加しましたが、現金預金が62億６千８百万円及び有価証券が36億６千９百万円減少したことから、

流動資産合計で前連結会計年度末に比べ64億８千６百万円減少しました。

　固定資産は、主に建設仮勘定が９億５千３百万円減少し、有形固定資産（建物・構築物）が28億８千

２百万円増加したことから、固定資産合計で前連結会計年度末に比べ20億７千８百万円増加しました。

資産合計は前連結会計年度末に比べ44億８百万円減少しました。

　

（負債の部）

主に流動負債の工事未払金が12億７千７百万円、固定負債の負ののれんが12億７千２百万円増加し

ましたが、流動負債の１年内償還予定の転換社債が65億９千１百万円、未払法人税等が８億３千７百万

円減少したことから、負債合計で前連結会計年度末に比べ54億９千３百万円減少しました。

　

（純資産の部）

主に少数株主持分が18億９千４百万円減少しましたが、利益剰余金が21億５千８百万円、自己株式が

６億６千４百万円増加したことから、純資産合計で前連結会計年度末に比べ10億８千５百万円増加し

ました。
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(2) 経営成績の分析

（完成工事高）

当社グループの完成工事高は、1,156億７千万円と前連結会計年度と比べ3.9％の減少となりました。

　内容としては、事業区分におけるＮＴＴネットワークエンジニアリング事業は、光の基盤設備充足や

フレッツ光純増数の逓減により、一般総合工事、サービス総合工事の売上高が減少したことから、前連

結会計年度比2.7％減の358億９千２百万円となりました。

　モバイルネットワークソリューション事業は、移動体通信キャリアの設備投資減少及び工事の簡易

化、小規模化により、前連結会計年度比6.9％減の569億４千８百万円となりました。

　ITソリューション事業は、企業の収益や設備投資の減少など、景気の悪化により金融・小売業をはじ

めとする一般民需市場が停滞気味に推移したことから、前連結会計年度比14.8％減の93億７百万円と

なりました。

　また、総合設備エンジニアリング事業は、デジタルデバイト解消のための公共工事（ＩＲＵ）及び放

送波のデジタル化に伴うコンサル業務など、新規分野の開拓に努めたこともあり、前連結会計年度比

18.9％増の135億２千１百万円となりました。

　

（営業利益）

完成工事高の減少と工事原価率の悪化に伴い工事総利益は前連結会計年度比22億５千２百万円減少

の139億２千２百万円になったため、営業利益は前連結会計年度比22億４千１百万円減少の46億８千３

百万円（前連結会計年度比32.4％減）となりました。

　

（経常利益）

運用資金の縮小に伴い受取利息が減少し、社債の償還による支払利息の削減により、営業外損益の純

額は前連結会計年度比５千９百万円減少し、経常利益は48億３千７百万円（前連結会計年度比31.1％

減）となりました。

　

（当期純利益）

経常利益が減少したものの、法人税、住民税及び事業税の減少により、当期純利益は前連結会計年度

比８億１千４百万円減少の30億３千８百万円（前連結会計年度比21.1％減）となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、１ 業績等の概要 (2) キャッ

シュ・フローの状況に記載のとおりであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ（当社及び連結子会社）は、電気通信事業業界の技術革新による建設投資効率化に対応し

た施工能力の強化、安全の確保、工事品質の向上を図るための設備投資を行っております。その主なものは

大明新木場ビル（東京都江東区）の建設投資2,919百万円、研修センター（千葉県市川市）の建設投資437

百万円であります。

　当連結会計年度の設備投資(有形固定資産、無形固定資産受入ベース数値)の総額は4,220百万円であり、工

事種別ごとの内訳は、次のとおりであります。

　

　 ＮＴＴネットワークエンジニアリング 143百万円

　 モバイルネットワークソリューション 179　

　 ＩＴソリューション 29　

　 総合設備エンジニアリング 22　

　 全社共通 3,845　

　 合計 4,220　

　

なお、当連結会計年度中に重要な設備の除却、売却等はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

事業所
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業員数
(名)

［外、臨時
従業員］

建物
構築物

機械運搬具
工具器具
備品

土地
合計

面積(㎡) 金額

本社(東京都品川区)
全社統括
事業所

70 73 ― ― 143
479
［25］

総合工事管理センタ
(関東地区３カ所)

工事基地 3,119 176 8,008 3,723 7,019
173
［13］

研修センタ
(関東地区２カ所)

研修施設等 707 19 3,730 355 1,082
57

［―］

関西支店
(大阪市西区)

支店事業所 126 7 354 13 147
203
［3］

総合工事管理センタ
(関西地区２カ所)

工事基地
資材倉庫

239 7 6,071 144 390
48
［9］

千葉支店
(千葉市稲毛区)

支店事業所 108 ― 686 5 114
9

［2］

郡山総合工事管理センタ
(福島県郡山市)

工事基地 119 8 8,732 469 597
58

［16］

　

(2) 国内子会社

会社名
事業所
(所在地)

工事種別 設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業員数
(名)

［外、臨時
従業員］

建物
構築物

機械運搬具
工具器具
備品

土地
合計

面積(㎡) 金額

東邦建㈱

本店
(栃木県佐野市)

全社共通 本店事業所 132 16 10,491 536 685
56

［13］

支店３カ所
(宇都宮、茨城、群
馬)

NTTネットワー
クエンジニア
リング

支店事業所 74 0 9,750 209 284
30
［4］

工事事務所
(栃木県佐野市
他)

NTTネットワー
クエンジニア
リング

工事事務所 38 21 5,233 57 117
69
［9］

大明ネクス
ト㈱

千葉支店
(千葉市中央区)

NTTネットワー
クエンジニア
リング

支店事業所 58 ― 441 87 146
29
［7］

大明ネット
ワーク㈱

本店
(大阪府門真市)

モバイルネッ
ト ワ ー ク ソ
リューション

本店事業所 25 0 195 70 96
1

［―］

大明通産㈱
八 潮 物 流 セ ン
ター
(埼玉県八潮市)

総合設備エン
ジニアリング

物流基地 129 7 958 218 354
2

［5］

㈱日進通工
本店
(札幌市東区)

モバイルネッ
ト ワ ー ク ソ
リューション

本店事業所 102 2 3,638 253 359
67

［―］

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　帳簿価額に建設仮勘定は含まれておりません。

３　提出会社において、大半の設備が共通的に使用されておりますので、主要な事業所ごとに一括して記載してお

ります。

４　土地及び建物の一部を連結会社以外から賃借しており、年間賃借料は923百万円であります。

５　土地建物のうち賃貸中の主なもの

会社名 所在地 土地(㎡) 建物(㎡)

東邦建㈱

佐野市富岡町 1,804 463

佐野市大橋町 1,485 896
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６　リース契約による賃借設備のうち主なもの

会社名 事業所名 工事種別
設備の
内容

数量
主な

リース期間
年間リース料
(百万円)

大明㈱ 全事業所

NTTネットワークエンジニア
リング

工事用
車輌

277 ５年間 189

モバイルネットワークソ
リューション

工事用
車輌

179 ５年間 73

ITソリューション
工事用
車輌

18 ５年間 5

総合設備エンジニアリング
工事用
車輌

68 ５年間 32

東邦建㈱ 全事業所
NTTネットワークエンジニア
リング

工事用
車輌

119 ５年間 27

大明ネット
ワーク㈱

全事業所
モバイルネットワークソ
リューション

工事用
車輌

43 ５年間 12

大明エンジニ
アリング㈱

全事業所
NTTネットワークエンジニア
リング

工事用
車輌

54 ５年間 16

大明ネクスト
㈱

全事業所
NTTネットワークエンジニア
リング

工事用
車輌

47 ５年間 12

㈱日進通工 全事業所
モバイルネットワークソ
リューション

工事用
車輌

51 ５年間 29

新光電機㈱ 全事業所
モバイルネットワークソ
リューション

工事用
車輌

41 ５年間 15

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月 完了年月
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出
会社

大明市川研修センター
（千葉県市川市原木）

研修施設 896 809自己資金 平成20年10月 平成22年4月 ―

(注)　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

　

(2) 重要な設備の除却等

　耐用年数経過に伴う老朽化による除却のみで、重要な設備の除却等はありません。　
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,112,32441,112,324
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株でありま
す。（注）

計 41,112,32441,112,324― ―

(注)　当社は、会社法第195条第１項の規定に基づき、平成21年５月27日開催の取締役会において単元株式数を平成21年

７月１日付をもって、1,000株から100株に変更する旨決議し、平成21年７月１日より単元株式数を100株に変更し

ております。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①旧商法の規定に基づく新株予約権方式によるストックオプションに関する事項
　平成15年６月27日開催の第59回定時株主総会の特別決議による平成13年改正旧商法第280条ノ20並びに
平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権方式によるストックオプションは、平成21年
６月30日をもって行使期間が満了しております。
　
②旧商法の規定に基づく新株予約権付社債とみなされる転換社債に関する事項
　平成６年９月30日発行の第３回無担保転換社債は、平成21年９月30日をもって償還しております。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　平成22年２月１日以後の開始事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はあり
ません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成17年４月１日～
平成18年３月31日

49,00341,108,373 31 5,608 30 4,102

平成18年４月１日～
平成19年３月31日

3,95141,112,324 2 5,610 2 4,104

(注)　発行済株式数、資本金及び資本準備金の増減は以下によるものであります。

　①平成17年４月１日～平成18年３月31日

新株予約権付社債の権利行使（旧転換社債の権利行使を含む）による増加であります。

　②平成18年４月１日～平成19年３月31日

新株予約権付社債の権利行使（旧転換社債の権利行使を含む）による増加であります。

　

(6) 【所有者別状況】

平成22年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 41 35 96 129 4 6,0876,392 ―

所有株式数
(単元)

― 153,0626,26853,52473,498 14 124,223410,58953,424

所有株式数
の割合(％)

― 37.28 1.53 13.0317.90 0.00 30.26100.00 ―

(注)　自己株式2,033,681株は「個人その他」に20,336単元、「単元未満株式の状況」に81株含めて記載しております。
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(7) 【大株主の状況】

平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

中央区晴海一丁目８番１１号 5,112 12.43

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

港区浜松町二丁目１１番３号 3,117 7.58

ステート　ストリート　バンク　ア
ンド　トラスト　カンパニー
（常任代理人　香港上海銀行東京
支店）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A
（中央区日本橋三丁目１１番１号）

2,370 5.76

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口９）

中央区晴海一丁目８番１１号 1,379 3.35

古河電気工業株式会社 千代田区丸の内二丁目２番３号 1,284 3.12

みずほ信託銀行株式会社
（常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社）

中央区八重洲一丁目２番１号
（中央区晴海一丁目８番１２号）

802 1.95

株式会社みずほコーポレート銀
行
（常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社）

千代田区丸の内一丁目３番３号
（中央区晴海一丁目８番１２号）

747 1.81

ビービーエイチ　フオー　フイデ
リテイー　ロープライス　ストツ
ク　フアンド
（常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行）

40 WATER STREET BOSTON MA 02109 U.S.A
（千代田区丸の内二丁目７番１号）

650 1.58

東京海上日動火災保険株式会社 千代田区丸の内一丁目２番１号 603 1.46

大明従業員持株会 品川区西五反田二丁目１１番２０号 539 1.31

計 ― 16,607 40.39

(注) １ 上記の他に自己株式2,033千株（4.94％）を保有しております。

２ 上記所有株式数のうち、信託業務にかかわるものは以下のとおりであります。

　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　　　 　     　5,112千株
　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　　　　　3,117千株
　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）　　　　　 　 1,379千株
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３　株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成22年３月１日付で関東財務局長に提出された大量保

有報告書（変更報告書）により、平成22年２月22日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けており

ますが、当会計期間末の実質所有株式数での確認ができておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

　

氏名又は名称 所有株式数（千株） 株券等保有割合（％）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 2,515 6.12

三菱ＵＦＪ投信株式会社 67 0.16

　
４　株式会社みずほコーポレート銀行から平成22年３月５日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書（変

更報告書）により、平成22年２月26日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当会計

期間末の実質所有株式数での確認ができておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

　

氏名又は名称 所有株式数（千株） 株券等保有割合（％）

株式会社みずほコーポレート銀行 747 1.82

みずほ証券株式会社 97 0.24

みずほ信託銀行株式会社 1,179 2.87

　

５　フィディリティ投信株式会社から平成22年４月７日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書（変更報

告書）により、平成22年３月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当会計期間

末の実質所有株式数での確認ができておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

　

氏名又は名称 所有株式数（千株） 株券等保有割合（％）

エフエムアール　エルエルシー
（FMR LLC)

2,822 6.87
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

2,033,600
― ―

(相互保有株式)
普通株式

2,200
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

39,023,100
390,231 ―

単元未満株式
普通株式

53,424
― ―

発行済株式総数 41,112,324― ―

総株主の議決権 ― 390,231 ―

(注) １　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式81株及び相互保有株式62株が含まれております。

２　当社は会社法第195条第１項の規定に基づき、平成21年５月27日開催の取締役会において単元株式数を平成21

年７月１日付をもって、1,000株から100株に変更する旨決議し、平成21年７月１日より単元株式数を100株に

変更しております。

　

② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 　 　 　 　 　

大明株式会社
東京都品川区西五反田二丁
目11番20号

2,033,600― 2,033,6004.94

(相互保有株式) 　 　 　 　 　

東邦建株式会社
栃木県佐野市越名町2041番
地７

1,000 ― 1,000 0.00

大明通産株式会社
東京都江東区新木場二丁目
15番20号

200 ― 200 0.00

大明ネクスト株式会社
東京都江東区新木場二丁目
15番20号

1,000 ― 1,000 0.00

計 ― 2,035,800― 2,035,8004.95

（注）相互保有株式は、平成22年３月25日付で連結子会社である東邦建株式会社、大明通産株式会社、大明ネクスト株式

会社、大明ネットワーク株式会社の株式を会社法第796条第３項の規定に基づき、簡易株式交換により取得し、各

社を完全子会社としたことによるものであります。

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

平成15年６月27日開催の第59回定時株主総会の特別決議による平成13年改正旧商法第280条ノ20並び

に平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権方式によるストックオプションは、平成21

年６月30日をもって行使期間が満了しております。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　会社法第155条第７号及び会社法第155条第13号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

会社法第155条第13号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

取締役会（平成22年５月12日）での決議状況
328,500 213,196

（取得期間平成22年５月19日）

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― ―

当期間における取得自己株式 328,500 213,196

提出日現在の未行使割合（％） ― ―

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 2,872 2,441

当期間における取得自己株式 70 57

(注)　当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

823,340 660,960 ― ―

その他（新株予約権の権利行使） 10,000 8,027 ― ―

保有自己株式数 2,033,681 ― 2,362,251 ―

(注)　当期間における保有自己株式には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の
買取り及び買増請求による売渡しによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様に安定した配当を行なうことを基本に、業績、配当性向などを総合的に勘案した利

益還元を行なうこととしております。また、内部留保資金につきましては、企業価値を高めるため、中長期

的視点から将来の事業展開に備えるとともに経営基盤の強化を図ることを使途として考えております。

　また、当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としており、配当の決定機

関は中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

　当期の期末配当金につきましては、以上を総合的に勘案いたしまして10円とさせていただきました。

　これにより中間配当金１株当たり10円を含めた年間配当金は１株当たり20円となります。

　なお、当社は中間配当を行なうことができる旨を定款に定めております。

 

　　　　　（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、次のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成21年11月11日
取締役会

382 10.00

平成22年６月29日
定時株主総会決議

390 10.00

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】
　

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 1,768 1,657 1,399 1,081 949

最低(円) 805 987 662 518 629

(注) 東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載しております。

　

(2) 【最近６箇月間の月別最高・最低株価】
　

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高(円) 886 779 732 725 714 675

最低(円) 752 629 654 673 632 636

(注)　東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載しております。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役

社長

持株会社設立

準備室長
八木橋　 五　郎 昭和20年12月16日生

平成11年７月 東日本電信電話株式会社取締役企

画部長

(注)３ 23

平成14年６月 同社常務取締役東京支店長

平成16年６月 同社代表取締役副社長東京支店長

平成17年６月 当社入社代表取締役副社長

平成18年６月 当社代表取締役社長

平成22年６月 当社代表取締役社長兼持株会社設

立準備室長（現在）

専務取締役

安全品質管理

本部長兼西日

本本部代表

八　木　　浩 昭和22年７月19日生

平成11年４月 エヌ・ティ・ティ・インフラネッ

ト株式会社取締役設備部長

(注)３ 21

平成14年６月 当社入社上席執行役員BBネット

ワーク事業本部副本部長兼企画部

長兼フィールドエンジニアリング

部長

平成15年６月 当社上席執行役員BBネットワーク

事業本部長兼企画部長兼フィール

ドエンジニアリング部長

平成16年６月 当社常務取締役BBネットワーク事

業本部長

平成19年６月 当社常務取締役NTT事業本部長

平成20年６月 当社専務取締役NTT事業本部長兼

ITエンジニアリング＆サービス会

社移行推進室長兼西日本本部代表

平成21年６月 当社専務取締役安全品質管理本部

長兼西日本本部代表（現在）

　 新光電機株式会社代表取締役社長

（現在）

常務取締役
ワイヤレス事

業本部長
田　近　利喜男 昭和23年１月２日生

昭和41年４月 当社入社

(注)３ ７

平成16年５月 当社ワイヤレス事業部ワイヤレス

エンジニアリング部長

平成18年６月 当社執行役員ワイヤレス事業本部

ワイヤレスエンジニアリング部長

平成19年６月 当社取締役ワイヤレス事業本部副

本部長兼ワイヤレスエンジニアリ

ング部長兼企画部長兼モバイルビ

ジネス開発本部副本部長

平成20年６月 当社常務取締役ワイヤレス事業本

部長兼ワイヤレスエンジニアリン

グ部長

平成21年６月 当社常務取締役ワイヤレス事業本

部長（現在）

常務取締役

経営管理本部

長兼リスク管

理本部長

長谷部　春　男 昭和24年３月31日生

平成15年６月 エヌ・ティ・ティ・ソフトウェア

株式会社常務取締役経営推進本部

長兼総務部長

(注)３ ８

平成18年６月 当社入社上席執行役員経営管理本

部副本部長

平成19年５月 当社上席執行役員経営管理本部副

本部長兼改革推進本部副本部長

平成19年６月 当社取締役経営管理本部長兼改革

推進本部副本部長

平成20年６月 当社取締役経営管理本部長兼リス

ク管理本部長

平成21年６月 当社常務取締役経営管理本部長兼

リスク管理本部長（現在）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

常務取締役
NCN通信事業

本部長
若　生　憲　司 昭和22年９月22日生

平成５年８月 日本電信電話株式会社専用サービ

ス推進部東京テレビジョン中継セ

ンタ所長

(注)３ 12

平成10年８月 当社入社ネットワーク事業本部通

信機械事業部副事業部長

平成14年６月 当社執行役員ネットワーク事業本

部モバイルエンジニアリング事業

部長兼ネットワーク事業本部通信

機械事業部副事業部長兼IMT2000

推進室長

平成15年６月 当社上席執行役員モバイル事業本

部長兼モバイルエンジニアリング

部長

平成18年６月 当社常務執行役員ＮＣＮ通信事業

本部長

平成20年６月 当社取締役ＮＣＮ通信事業本部
長

平成21年６月 当社常務取締役ＮＣＮ通信事業本

部長（現在）

取締役 　 野　村　純　一 昭和25年２月11日生

平成16年６月 エヌ・ティ・ティ　レゾナント株

式会社常務取締役コミュニケー

ション事業本部長

(注)３ ６

平成18年６月 当社入社上席執行役員開発本部長

兼人材開発部長

平成19年10月 当社上席執行役員開発本部長兼人

材開発部長兼商品開発部長

平成20年６月 当社常務執行役員ＩＴソリュー

ション事業本部長

　 株式会社ＩＰテクノサービス代表

取締役社長（現在）

平成21年６月 当社取締役ＩＴソリューション事

業本部長

平成22年６月 当社取締役（現在）

取締役
ドコモ事業本

部長
加　藤　秀　樹 昭和26年２月19日生

平成14年６月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコ

モ関西取締役サービスオペレー

ション部長兼ネットワーク品質管

理部長

(注)３ ６

平成16年６月 当社入社執行役員モバイル事業本

部モバイルエンジニアリング部長

平成17年10月 当社執行役員ドコモ事業本部ドコ

モエンジニアリング本部長

平成18年６月 当社上席執行役員ドコモ事業本部

ドコモエンジニアリング本部長

平成19年６月 当社上席執行役員ドコモ事業本部

ドコモエンジニアリング本部長兼

モバイルビジネス開発本部副本部

長

平成20年６月 当社常務執行役員ドコモ事業本部

長兼モバイルビジネス部長

平成21年６月 当社取締役ドコモ事業本部長（現

在）

取締役
総合設備事業

本部長
田　中　信　義 昭和26年５月８日生

平成16年７月 キヤノン販売株式会社（現　キャ

ノンマーケティングジャパン株式

会社）公共ＮＴＴ営業本部担当本

部長

(注)３ ０

平成19年６月 当社入社執行役員総合設備事業本

部長

平成20年６月 当社上席執行役員総合設備事業本

部長

平成21年６月 当社常務執行役員総合設備事業本

部長

平成22年６月 当社取締役総合設備事業本部長

（現在）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役 　 室　田　勝比古 昭和25年10月12日生

平成13年４月 古河電気工業株式会社裸線事業部

千葉裸線製造部長

(注)３ ０

平成16年６月 同社執行役員情報通信カンパニー

海外事業推進室長

平成17年12月 同社執行役員常務 OFS Fitel,

LLC会長兼CEO

平成20年６月 同社取締役兼執行役員常務 情報

通信カンパニー長

　 当社取締役（現在）

平成22年６月 古河電気工業株式会社執行役員常

務情報通信カンパニー長（現在）

常勤監査役 　 高　島　洋　一 昭和23年３月13日生

平成11年10月 エヌ・ティ・ティ・コミュニケー

ションズ株式会社ネットワーク事

業部国際ネットワーク部長

(注)４ 11

平成12年４月 当社入社ネットワーク事業本部通

信機械事業部長兼マルチメディア

事業部副事業部長

平成13年６月 当社取締役IT本部副本部長兼IP

ネットワーク事業部長兼ネット

ワーク事業本部通信機械事業部長

平成14年４月 当社上席執行役員IT本部副本部長

兼IPネットワーク事業部長兼ネッ

トワーク事業本部通信機械事業部

長

平成15年４月 当社上席執行役員IT本部副本部長

兼IPネットワーク事業部長兼ネッ

トワーク事業本部通信機械事業部

長

　 株式会社ＩＰテクノサービス代表

取締役社長

平成16年６月 当社常務執行役員ITソリューショ

ン事業本部長兼ネットワークソ

リューション事業部長

平成18年６月 当社常務取締役ITソリューション

事業本部長兼ネットワークソ

リューション事業部長

平成19年６月 当社常務取締役ITソリューション

事業本部長兼エンタープライズソ

リューション事業部長

平成20年６月 当社常勤監査役（現在）

常勤監査役 　 沖　村　　崇 昭和22年８月26日生

昭和45年４月 当社入社

(注)５ ９

平成12年７月 当社経営管理本部総務部長

平成13年７月 当社経営管理本部総務部長兼秘書

室長

平成16年６月 当社取締役経営管理本部総務部長

兼人事部長

平成19年６月 当社常勤監査役（現在）

常勤監査役 　 岡　本　秀　之 昭和20年11月21日生

平成８年７月 日本電信電話株式会社国際本部担

当部長

(注)５ ７

平成９年６月 財団法人国際通信経済研究所常務

理事

平成12年６月 株式会社エヌ・ティ・ティ・テレ

カ代表取締役常務営業本部長

平成15年６月 当社入社常勤監査役(現在)

監査役 　 清　原　新　治 昭和22年3月21日生

平成12年5月 株式会社イーブック イニシア

ティブ　ジャパン専務取締役

(注)４ ─
平成15年6月 岩崎通信機株式会社監査役

平成19年6月 同社退社

平成20年6月 当社監査役（現在）
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(注) １．取締役室田勝比古氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．常勤監査役岡本秀之及び監査役清原新治の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．取締役の任期は、平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

４．監査役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

５．監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

６．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

石　原　泰　弘 昭和19年２月９日生

平成７年３月 株式会社第一勧業銀行検査部検査

管理室長

７

平成８年６月 日栄建設工業株式会社常勤監査役

平成10年12月 当社常勤監査役

平成16年６月 当社監査役

平成18年６月 日本フエルト株式会社監査役

平成22年６月 退任

　　　　　　　　（注）任期の満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任した監　　　

　　　　　　　　　査役の任期の満了する時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の体制

当社は、株主を始めとするすべてのステークホルダーに対し、経営の透明性、効率性を確保するため組

織体制や仕組みを整備し、必要な施策を実施していくことが、経営上の最も重要な課題のひとつと位置付

けております。

　各機関の機能及び活動状況は以下のとおりです。

　

１．取締役会

　取締役会は、毎月１回の開催を原則としており、業務執行、執行役員等の重要な人事の指名、報酬の

決定等、重要事項は全て付議され、業績の進捗についても議論し対策等の検討も行っております。な

お、当社は定款の定めにより、取締役12名以内を置くこととしております。現在の取締役は９名で、う

ち１名が社外取締役であります。取締役の選任決議については、定款の定めにより、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって

行うこととしております。

また、当社は株主総会決議事項のうち、取締役会で決議ができる旨の規定を以下の通り定款に定め

ております。

・会社法第165条第２項の規定に基づき、自己の株式の取得について、取締役会の決議によって市場

取引等により自己の株式を取得することができることとしております。これは経済情勢の変化に

対応して機動的な資本政策を遂行することを可能にすることを目的とするものであります。

・株主の皆様への利益配分の機会を増やすことを目的に、会社法第454条第５項の規定による取締役

会の決議によって剰余金の配当（中間配当）ができることとしております。

　

２．株主総会の特別決議要件について

　当社は定款の定めにより、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権

を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の

２以上をもって行うこととしております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和するこ

とにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

３．執行役員制度の導入

　当社は、事業活動を行うための経営上の迅速な意思決定と業務執行機能の向上、監督の強化、コンプ

ライアンスの確保を含む経営の諸問題等に対し、「透明性の向上」「公正性の確保」「意思決定の

迅速化」を基本とし、追求するため、取締役本来の機能と執行機能を明確にした執行役員制度を導入

しております。執行役員は、適宜開催している経営会議に出席するなど、円滑な業務執行が行われる

よう討議の場を確保しております。

　

４．監査役会

　当社は監査役制度を採用しております。監査役は４名で、うち２名が社外監査役であり、社外監査役

１名を含む３名が常勤監査役であります。

　

５．社外役員に関する事項

　当社は、経営の透明性・客観性を向上させコーポレート・ガバナンスの強化・充実をはかることを

目的として社外取締役及び社外監査役を選任しております。
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６．会計監査人

　当社はあずさ監査法人を監査法人として選任しております。会計監査人は監査役会と連携し必要な

都度、相互の情報交換など連携を密にして監査の実効性向上を目指しております。

　当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は次のとおりであり

ます。
業務を執行した公認会計士の氏名

　　指定社員業務執行社員　公認会計士　　山村　　陽

　　指定社員業務執行社員　公認会計士　　岩出　博男

会計監査業務に係る補助者の構成

　　公認会計士　　４名

　　その他　　　　17名

　

７．コンプライアンス体制

　コンプライアンスについては、企業活動における法令遵守、公正性、倫理性を確保するため社長を委

員長としたコンプライアンス委員会並びにコンプライアンス推進室を設置しております。単に法令

や社内ルールの遵守にとどまらず、社会倫理・道徳を尊び、社会の一員であることを自覚した企業行

動を実践するため、上記の内容を具体化した「大明グループ企業行動憲章」を制定しています。この

憲章は大明グループ全体での役員及び従業員がとるべき行動の具体的基準であり、小冊子を配布し、

企業倫理の遵守を徹底するとともに、企業の持続的成長をはかるためＣＳＲ（企業の社会的責任）

を推進する役割を担っています。また、情報資産の管理の徹底をはかるため、「情報セキュリティ基

本方針」並びに「個人情報保護方針」を制定したほか、平成18年５月に「品質」「安全」「情報」

「環境」のマネジメント規格を合わせた「統合マネジメントシステム」の認証取得をいたしまし

た。

　　当社の反社会的勢力排除に向けた基本的考え方については、上記「大明グループ企業行動憲章」に

おいて、『市民の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは断固として対決し、「金を出さない」

「利用しない」「恐れない」を基本的原則として、毅然たる態度で対応する』と定め、関連する社内

規則及び社内体制を整備し、適切に運用することを基本方針としています。

　

８．内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した内容の概要は次のとおり

であり、継続的に改善・向上に努めております。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　グループ全体の役員、従業員を含めた倫理綱領・行動規範として「大明グループ企業行動憲章」

を定め、グループの全ての役員・従業員に周知し、その行動を規律する。

　取締役に関しては、意思疎通を円滑化し、相互の業務執行を監視するほか、重要な事項に関して

は、外部専門家（顧問弁護士等）の意見、助言を受けるなどにより、法令・定款違反行為の未然防

止及び経営機能に対する監督強化を図る。

　取締役が他の取締役による法令・定款違反に疑義のある事実を発見した場合は、速やかに監査役

会及び取締役会に報告し、違反行為の未然防止又はその是正を図る。

　代表取締役社長を長とするコンプライアンス委員会を設置するとともに、コンプライアンス推進

室を中心に各部門・グループ各社に配置する推進者等と連携し、コンプライアンス意識の浸透・

維持・確立を図る。

　より風通しの良い企業風土の醸成を期し、企業ヘルプライン（申告・相談窓口）として、社内及

び社外の双方に「何でも相談室」を開設する。

　

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報は、「文書取扱規程」、「情報セキュリティ共通規定」等に則り

保存及び管理を適正に実施するとともに、監査役からの閲覧請求には速やかに提出する。
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(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　代表取締役社長の下にリスク管理体制を構築し、リスク管理の推進を図るとともに、内部監査部

門を拡充し、適切な監査業務を確保する。

　

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を原

則、毎月１回定期的に開催し、特に法令又は定款に定める事項の他、経営に関する重要事項につい

て関係法規、経営判断の原則及び善良なる管理者の注意義務などに則り、審議の決定及び報告を行

う。

　取締役への業務委嘱については、「組織・業務分掌規程」「責任規程」などの社内規程に基づ

き、適切な責任分担による組織運営の徹底、効率的な業務運営を図る。

　

(5) 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

　グループ経営の管理に関しては、経営の一体化によりグループ全体の事業の発展を図るととも

に、適切なる業務運営を行うことを目的に、責任と権限の行使などの具体的基準を定める「グルー

プ会社経営指針規程」を策定し、その規程に基づき、業務の適正を確保する。

　

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事

項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役から要請された場合は、監査役補助者を配置し、補助者の任命、解任、人事異動などの人事

面等に関する規程を定め、その独立性を確保する。

　

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制、そ

の他監査役の監査が実効的に行われることを確保する体制

　取締役及び従業員は、業務又は業績に影響を与える重要な事項及び法令で定める事項について事

実把握等の都度、監査役へ速やかに報告する。監査役は、主要な稟議書その他業務執行に関する重

要な文書を閲覧するほか、いつでも取締役等に対して報告・説明を求めることができる。

　監査役は、代表取締役社長、会計監査人、内部監査部門と定期的、随時に意見及び情報交換を行い、

意思疎通を図り、会社の重要な意思決定プロセス及び業務の執行状況を把握するため、主要な会議

へ出席する。

　

９．コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

　当社の内部統制システムに関する考え方は、「企業の社会的責任（ＣＳＲ）を自覚しつつ、社会と

企業の持続的発展に貢献していく」ことを基本姿勢として経営に取り組み、今後とも通信建設業の

責任ある担い手として、コンプライアンスや個人・顧客情報の保護及びリスク管理等を徹底し、ＩＴ

エンジニアリング＆サービス提供等の業務を取締役・社員が適正に実施することを通じ、積極的に

取り組んでいくこととしております。

　これらの活動目的を果たすため、内部統制システムの整備では、グループ各社との連携による効果

的なグループ経営及び本システムの中核となる法令遵守、損失の危機管理及び適正かつ効率的な事

業運営を目的に、損失の未然防止、損失最小化に向けた各種対策を講じることとしております。

　

10．会社と社外取締役及び社外監査役との間における会社法第427条第１項に規定する契約の概要

　当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役及び社外監査役との間において、会社法第423条

第１項の損害賠償責任について、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とする契約を締結し

ております。
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　② 内部監査及び監査役監査の状況

監査役は内部監査部門（考査室15名（兼務を含む））及び会計監査人とは必要な都度、相互の情

報交換など連携を密にして監査の実効性向上を目指しております。なお、監査役の専任スタッフは置

いておりません。

監査役の監査活動は監査計画をもとに取締役会等重要な会議への出席、重要な決裁文書の閲覧、事

業部門、支店、子会社などの調査、代表取締役社長との意見交換、会計監査人からの監査計画及び会計

監査結果の聴取等を定期的に実施しております。

なお、これらの監査については、取締役会、経営会議等を通じて内部統制部門の責任者に対して適

宜報告がなされております。

　

　③ 社外取締役及び社外監査役

　　当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

(1) 社外取締役　室田勝比古氏

　室田勝比古氏は古河電気工業株式会社取締役兼執行役員常務情報通信カンパニー長を兼任して

おります。同社は、当社の株式1,284千株を保有する大株主でありますが、発行済株式総数に占める

所有割合は3.12％であり、特別な利害関係を有しておらず、当社の意思決定に対して影響を与える

恐れがないと判断しております。

　また、同氏は平成22年６月29日開催の古河電気工業株式会社の定時株主総会終結の時をもって同

社取締役を退任しております。

　同氏は経営に関する経験、見識が豊富であり、当社の経営全般に対して客観的視点から独立性を

もって経営の監視を遂行するに適任であり、社外取締役として取締役会における報告事項や決議

事項について必要な発言を適宜行うとともに、必要に応じ社外の立場から意見を述べるなど、経営

の透明性・客観性を向上させ、コーポレートガバナンスの強化・充実をはかっております。

　なお、当事業年度においては、取締役会１９回のうち１２回に出席しております。

　

(2) 社外監査役　岡本秀之氏

　岡本秀之氏と当社は特別な利害関係を有しておらず、当社の意思決定に対して影響を与える恐れ

がないと判断しております。

　同氏は経営に関する経験、見識が豊富であり、当社の経営全般に対して客観的視点から独立性を

もって経営の監視を遂行するに適任であり、社外監査役として取締役会における報告事項や決議

事項について必要な発言を適宜行うとともに、必要に応じ社外の立場から意見を述べております。

また、監査役会においては重要事項を協議するとともに、社外監査役として行った監査の報告を

し、必要に応じて社外の立場から意見を述べるなど、経営の透明性・客観性を向上させ、コーポ

レートガバナンスの強化・充実をはかっております。

　なお、当事業年度においては、取締役会１９回のうち１８回、監査役会１５回のうち１５回に出席

しております。

　

(3) 社外監査役　清原新治氏

　清原新治氏と当社は特別な利害関係を有しておらず、当社の意思決定に対して影響を与える恐れ

がないと判断しております。

　同氏は経営に関する経験、見識が豊富であり、当社の経営全般に対して客観的視点から独立性を

もって経営の監視を遂行するに適任であり、社外監査役として取締役会における報告事項や決議

事項について必要な発言を適宜行うとともに、必要に応じ社外の立場から意見を述べております。

また、監査役会においては重要事項を協議するとともに、社外監査役として行った監査の報告を

し、必要に応じて社外の立場から意見を述べるなど、経営の透明性・客観性を向上させ、コーポ

レートガバナンスの強化・充実をはかっております。

　なお、当事業年度においては、取締役会１９回のうち１９回、監査役会１５回のうち１５回全てに

出席しております。
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以上の当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制の模式図は次のとおりであります。
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④ 役員の報酬等

１．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
（社外取締役除く）

241 175 ― 55 10 10

監査役
（社外監査役除く）

54 52 ― ― 2 2

社外役員 27 26 ― ― 0 3

 (注) 1  上記の取締役及び監査役の報酬等の総額には、取締役賞与55百万円及び制度の廃止までに引当てた役員退職

慰労引当金13百万円を含んでおります。

 2  上記の取締役の報酬等の総額には、平成21年６月25日開催の第65回定時株主総会終結の時をもって辞任した
取締役２名を含んでおります。

 3  上記のほか、平成21年６月25日開催の第65回定時株主総会決議に基づき、退任取締役２名に対し、19百万円の
役員退職慰労金を支給しております。

 4  当社は平成21年６月25日開催の第65回定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴い退職慰労金
を打ち切り支給する旨決議し、取締役６名、監査役４名に対して退任時に役員退職慰労金229百万円を支給す
ることを予定しております。

　　　取締役　６名　198百万円
　監査役　４名　 30百万円（うち社外 ２名　17百万円）

 5  役員退職慰労金制度の廃止に伴う役員報酬制度の変更により、取締役（社外取締役を除く）については、株主
価値を意識した経営と中長期の業績を反映させる観点から、月額報酬の一定額以上を拠出し役員持株会を通
じて自社株式を購入することとし、購入した株式は在任期間中、その全てを保有することとしております。

　

２．提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

役員ごとの報酬等の総額につきましては、１億円以上を支給している役員はおりませんので記

載を省略しております。

　

３．使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

取締役が使用人を兼ねている場合における使用人としての報酬等の総額は54百万円（基本報酬

５名 31百万円、賞与３名 23百万円）であります。

　

４．役員の報酬等の額の決定に関する方針　

取締役及び監査役の報酬については、株主総会で承認された報酬総額の範囲内において、基本報

酬と賞与の２種類としており、基本報酬については、各取締役が担当する役割と責任に応じて、そ

の基本となる額をそれぞれ設定しており、賞与については、連結の当期純利益の実績をもとに、そ

の目標達成度等を総合的に勘案して決定しております。

　監査役の報酬は、個々の監査役の職務と責任に応じた報酬額を監査役の協議によって決定してお

ります。

　なお、取締役及び監査役の報酬等の額は、平成21年６月25日開催の第65回定時株主総会において、

取締役については年額４億３千万円以内（うち社外取締役１千万円以内）で報酬等の額には使用

人兼務取締役の使用人分給与を含まない旨、並びに監査役については年額１億１千万円以内とす

る旨決議されております。
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⑤ 株式の保有状況

１．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 55銘柄

貸借対照表計上額の合計額 2,016百万円

　

２．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額

が資本金額の100分の１を超える銘柄

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

 ㈱協和エクシオ 403,000 311取引関係の維持・強化

 ㈱ナカヨ通信機 1,510,000 302同上

 日本電信電話㈱ 56,000 220同上

 ㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 1,500 213同上

 日本電設工業㈱ 225,000 164同上

 古河電気工業㈱ 280,000 136同上

 イーアクセス㈱ 1,532 104同上

 ㈱コミューチュア 181,000 97同上

 ㈱ＴＴＫ 200,000 63同上

 ㈱インターネットイニシアティブ 230 47同上

　(注)　㈱インターネットイニシアティブは、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、上位10銘柄に
ついて記載しております。

　

３．保有目的が純投資目的の投資株式

　　　該当事項はありません。

　

４．保有目的を変更した投資株式

　　　該当事項はありません。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 76 ─ 76 ─

連結子会社 ─ ─ ─ ─

計 76 ─ 76 ─

　

② 【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　　当社の連結子会社である東邦建㈱は、当社の監査公認会計士以外の公認会計士に対し、監

　査証明業務に基づく報酬として15百万円を支払っております。

（当連結会計年度）

　　当社の連結子会社である東邦建㈱は、当社の監査公認会計士以外の公認会計士に対し、監

　査証明業務に基づく報酬として15百万円を支払っております。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

当該事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士に対する監査報酬の決定方針としましては、監査日数、監査業務等を勘案し、

会社法第399条に規定する監査役会の同意を得たうえで決定しております。　
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令

第14号)に準じて記載しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建

設省令第14号)により作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則及び建

設業法施行規則に基づき、当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務

諸表等規則及び建設業法施行規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成20年４月１日から平成

21年３月31日まで)及び前事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)並びに当連結会計年度

(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)及び当事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日

まで)の連結財務諸表及び財務諸表については、あずさ監査法人により監査を受けております。

　

３　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、公益財団法人財務会計基準機構へ加

入し、セミナーへの参加や会計専門誌の定期購読等、会計基準、法令等の遵守するための教育を行うことに

より、会計基準等の内容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体

制を整備しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 13,582 7,313

受取手形 457 334

完成工事未収入金 24,458 26,604

売掛金 601 1,215

有価証券 4,156 486

未成工事支出金等 ※１
 6,792

※１, ※６
 7,506

前払費用 64 150

繰延税金資産 421 277

その他 576 734

貸倒引当金 △11 △10

流動資産合計 51,099 44,612

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 7,360 10,286

機械、運搬具及び工具器具備品 3,857 3,998

土地 ※４
 8,081

※４
 8,039

建設仮勘定 1,286 332

減価償却累計額 △7,218 △7,476

有形固定資産合計 13,367 15,180

無形固定資産

のれん 52 29

ソフトウエア 1,589 1,310

ソフトウエア仮勘定 45 23

その他 29 24

無形固定資産合計 1,715 1,388

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 2,590

※２
 2,789

長期貸付金 127 124

敷金及び保証金 － 712

繰延税金資産 572 993

その他 1,753 876

貸倒引当金 △452 △311

投資その他の資産合計 4,591 5,184

固定資産合計 19,675 21,753

資産合計 70,775 66,366
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 295 215

工事未払金 12,108 13,385

短期借入金 204 103

1年内償還予定の転換社債 ※５
 6,591 －

未払金 1,092 1,216

未払法人税等 1,458 621

未成工事受入金 453 313

工事損失引当金 54 ※６
 60

役員賞与引当金 88 5

完成工事補償引当金 15 13

その他 886 535

流動負債合計 23,248 16,470

固定負債

長期借入金 1 1

長期未払金 － 261

繰延税金負債 9 3

退職給付引当金 1,517 1,559

役員退職慰労引当金 438 148

負ののれん 82 1,355

再評価に係る繰延税金負債 ※４
 49

※４
 49

その他 27 31

固定負債合計 2,126 3,410

負債合計 25,375 19,881

純資産の部

株主資本

資本金 5,610 5,610

資本剰余金 4,052 4,025

利益剰余金 35,095 37,253

自己株式 △2,299 △1,634

株主資本合計 42,459 45,255

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △24 159

土地再評価差額金 ※４
 △105

※４
 △105

評価・換算差額等合計 △129 53

少数株主持分 ※４
 3,070

※４
 1,176

純資産合計 45,400 46,485

負債純資産合計 70,775 66,366
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

完成工事高 120,379 115,670

完成工事原価 104,204 ※１
 101,747

完成工事総利益 16,175 13,922

販売費及び一般管理費 ※２, ※３
 9,250

※２, ※３
 9,239

営業利益 6,924 4,683

営業外収益

受取利息 62 13

受取配当金 67 74

負ののれん償却額 28 23

不動産賃貸料 58 62

雑収入 74 65

営業外収益合計 291 239

営業外費用

支払利息 130 64

貸倒引当金繰入額 33 －

雑支出 33 20

営業外費用合計 196 85

経常利益 7,018 4,837

特別利益

固定資産売却益 ※４
 3

※４
 0

投資有価証券売却益 3 41

貸倒引当金戻入額 － 7

保険解約返戻金 ※５
 97

※５
 34

持分変動利益 － 107

特別利益合計 105 191

特別損失

固定資産除却損 ※６
 21

※６
 165

減損損失 － ※７
 81

投資有価証券評価損 162 8

訴訟関連損失 45 －

経営統合費用 － 56

遅延損害金 － 21

特別損失合計 229 334

税金等調整前当期純利益 6,894 4,694

法人税、住民税及び事業税 2,685 1,911

法人税等調整額 208 △360

法人税等合計 2,894 1,550

少数株主利益 147 104

当期純利益 3,852 3,038
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,610 5,610

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,610 5,610

資本剰余金

前期末残高 4,058 4,052

当期変動額

自己株式の処分 △5 △103

自己株式の処分差損振替 － 76

当期変動額合計 △5 △26

当期末残高 4,052 4,025

利益剰余金

前期末残高 32,045 35,095

当期変動額

剰余金の配当 △803 △803

当期純利益 3,852 3,038

自己株式の処分差損振替 － △76

当期変動額合計 3,049 2,158

当期末残高 35,095 37,253

自己株式

前期末残高 △2,301 △2,299

当期変動額

自己株式の取得 △9 △2

自己株式の処分 12 667

当期変動額合計 2 664

当期末残高 △2,299 △1,634

株主資本合計

前期末残高 39,413 42,459

当期変動額

剰余金の配当 △803 △803

当期純利益 3,852 3,038

自己株式の取得 △9 △2

自己株式の処分 6 563

自己株式の処分差損振替 － －

当期変動額合計 3,045 2,796

当期末残高 42,459 45,255
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 141 △24

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△165 183

当期変動額合計 △165 183

当期末残高 △24 159

土地再評価差額金

前期末残高 △105 △105

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 0

当期変動額合計 － 0

当期末残高 △105 △105

評価・換算差額等合計

前期末残高 35 △129

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△165 183

当期変動額合計 △165 183

当期末残高 △129 53

少数株主持分

前期末残高 2,987 3,070

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 83 △1,894

当期変動額合計 83 △1,894

当期末残高 3,070 1,176

純資産合計

前期末残高 42,436 45,400

当期変動額

剰余金の配当 △803 △803

当期純利益 3,852 3,038

自己株式の取得 △9 △2

自己株式の処分 6 563

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △82 △1,710

当期変動額合計 2,963 1,085

当期末残高 45,400 46,485
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 6,894 4,694

減価償却費 1,109 1,318

工事損失引当金の増減額（△は減少） △46 5

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 17 △289

その他の引当金の増減額（△は減少） △69 △183

受取利息及び受取配当金 △130 △88

支払利息 130 64

為替差損益（△は益） △0 0

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △3 △41

減損損失 － 81

投資有価証券評価損益（△は益） 162 8

固定資産除売却損益（△は益） 18 165

その他 68 △168

売上債権の増減額（△は増加） 2,457 △2,637

未成工事支出金の増減額（△は増加） 491 △713

仕入債務の増減額（△は減少） △3,377 1,196

未成工事受入金の増減額（△は減少） △314 △139

その他の資産・負債の増減額 323 176

小計 7,731 3,451

利息及び配当金の受取額 130 88

利息の支払額 △132 △124

法人税等の支払額 △1,920 △2,764

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,809 651

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △145 △123

定期預金の払戻による収入 167 232

有形固定資産の取得による支出 △2,046 △2,875

有形固定資産の売却による収入 8 0

無形固定資産の取得による支出 △354 △140

投資有価証券の取得による支出 △112 △3

投資有価証券の売却による収入 9 55

貸付けによる支出 △4 △38

貸付金の回収による収入 29 20

子会社株式の取得による支出 △2 △19

その他 147 △101

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,303 △2,992

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △76 △100

長期借入金の返済による支出 △0 △0

社債の償還による支出 － △6,591

リース債務の返済による支出 △8 △8

自己株式の取得による支出 △9 △2

自己株式の売却による収入 6 4

配当金の支払額 △800 △803

少数株主への配当金の支払額 △20 △18

その他 △172 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,083 △7,521

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,422 △9,862

現金及び現金同等物の期首残高 15,081 17,503

現金及び現金同等物の期末残高 ※１
 17,503

※１
 7,640
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社数　13社
　　　連結子会社名は、「第１　企業の概
況　４．関係会社の状況」に記載
しているため省略しております。

(イ)連結子会社数　12社
　　　連結子会社名は、「第１　企業の概
況　４．関係会社の状況」に記載
しているため省略しております。
　なお、当連結会計年度において、
連結子会社である大明テレコム㈱
は、平成21年７月１日付をもって
同じく連結子会社である大明コム
テック㈱を吸収合併し、商号を
「大明ネクスト㈱」としました。　

　 (ロ)非連結子会社数　１社
　　　TELECOM ENGINEERING LANKA 
　　　PRIVATE LIMITED
　　　上記の非連結子会社は、小規模であ
り、総資産、売上高、連結純損益
（持分に見合う額）及び利益剰余
金（持分に見合う額）等は、いず
れも連結財務諸表に重要な影響を
及ぼしていないため、連結の範囲
から除外しております。

(ロ)非連結子会社数　─社
　　 非連結子会社であるTELECOM
 ENGINEERING LANKA PRIVATE
LIMITEDは、平成22年１月27日の取
締役会において解散することが決
議され、当連結会計年度において
清算手続きを結了しております。

２　持分法の適用に関する事
項

(イ)持分法適用の関連会社数　─社
(ロ)持分法を適用していない非連結子
会社

　　　TELECOM ENGINEERING LANKA 
　　　PRIVATE LIMITED
　　　上記の非連結子会社は、連結純損益
及び利益剰余金等に及ぼす影響が
僅少であり、かつ全体としても重
要性がないため、持分法の適用範
囲から除外しております。

(イ)持分法適用の関連会社数　─社
(ロ)持分法を適用していない非連結子
会社

      ―――――――――――――

　 (ハ)持分法を適用していない関連会社
　　　ENKAY ENTERPRISES (PRIVATE)
　　　LIMITED
　　　上記の持分法非適用会社は、連結純
損益及び利益剰余金等に及ぼす影
響が僅少であり、かつ全体として
も重要性がないため、持分法の適
用範囲から除外しております。

(ハ)持分法を適用していない関連会社
　　　同左

３　連結子会社の事業年度等
に関する事項

　連結子会社のうち明成通信㈱の決算
日は１月31日であり、連結決算日との
差は３ヶ月以内であるため、当該連結
子会社の事業年度に係る財務諸表を基
礎として連結を行っております。ただ
し、連結決算日との間に生じた重要な
取引については、連結上必要な調整を
行っております。
　なお、その他の連結子会社の事業年度
末日と連結決算日は一致しておりま
す。

　同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

４　会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準及び評価
    方法　
　 イ　有価証券
　　　 その他有価証券

(1) 重要な資産の評価基準及び評価
    方法　
　 イ　有価証券
　　　 その他有価証券

　

       時価のあるもの
 　連結決算日の市場価格等に　　
　 基づく時価法(評価差額は
   全部純資産直入法により処
   理し、売却原価は移動平均
   法により算定)

       時価のあるもの
   同左

　
　     時価のないもの

　 移動平均法による原価法
　     時価のないもの

　 同左

　 　 ロ　たな卸資産
       未成工事支出金
   　個別法による原価法

       商品
   　移動平均法による原価法  
     (収益性の低下による簿価切
      下げの方法）
   材料貯蔵品
     先入先出法による原価法
     (収益性の低下による簿価切
      下げの方法）

（会計方針の変更）
「棚卸資産の評価に関する会計基準」
（企業会計基準委員会　平成18年７月
５日　企業会計基準第９号）を当連結
会計年度から適用し、評価基準につい
ては、原価法から原価法（収益性の低
下による簿価切下げの方法）に変更し
ております。
　これに伴う、営業利益、経常利益及び
税金等調整前当期純利益に与える影響
は軽微であります。
 

　 ロ　たな卸資産
       未成工事支出金
     同左

       商品
         同左
 
 
       材料貯蔵品
         同左
        
      

 ―――――――――――――

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法
　イ　有形固定資産
　　 (リース資産を除く)
　　　定率法を採用しております。ただ
し、平成10年４月１日以降取得し
た建物(建物附属設備を除く)につ
いては、定額法を採用しておりま
す。また、取得価額10万円以上20万
円未満の少額減価償却資産につい
ては、３年間で均等償却する方法
を採用しております。
  なお、主な耐用年数は次の通り
であります。
　建物   ６～65年
　その他 ５～50年
　平成19年３月31日以前に取得し
た資産については、償却可能限度
額まで償却が終了した翌連結会計
年度から５年間で均等償却し、減
価償却費に含めて計上しておりま
す。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法

　イ　有形固定資産
　　 (リース資産を除く)
　 　 同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 　ロ　無形固定資産
     (リース資産を除く)
　　　定額法を採用しております。  
  ただし、自社利用のソフトウェ
アについては、社内における利用
可能期間(５年)に基づく定額法を
採用しております。

　ハ　リース資産
　　　所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産の　
減価償却の方法については、リ　　
　ース期間を耐用年数とし、残存　　
　価額を零とする定額法を採用　　　
しております。

　ロ　無形固定資産
     (リース資産を除く)
　　　同左

 
 
 
 
　ハ　リース資産
　　　所有権移転外ファイナンス・　　　
リース取引に係るリース資産の　　
　減価償却の方法については、リ　　
　ース期間を耐用年数とし、残存　　
　価額を零とする定額法を採用　　　
しております。
  なお、リース取引開始日が平　　　
成20年３月31日以前の所有権移　　
　転外ファイナンス・リース取引　
　　については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理を　　
　引き続き採用しております。

　 (3) 重要な引当金の計上基準
　イ　貸倒引当金
　　  債権の貸倒による損失に備えるた
め、回収不能見込額を計上してお
ります。

(3) 重要な引当金の計上基準
　イ　貸倒引当金
　　　同左

　 　　ａ　一般債権
　　　 貸倒実績率によっておりま す。

　　ａ　一般債権　　　　　
        同左

　 　　ｂ　貸倒懸念債権等
　　　 個別に債権の回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上して
おります。

　　ｂ　貸倒懸念債権等

　　　　同左

　 　ロ　工事損失引当金
　　　受注工事に係る将来の損失に備え
るため、当連結会計年度末手持工
事のうち損失の発生が見込まれ、
かつ、その金額を合理的に見積も
ることができる工事について、損
失見込額を計上しております。

　ロ　工事損失引当金
　　　同左

　 　ハ　役員賞与引当金
　　  役員に対して支給する賞与の支出
に充てるため、当連結会計年度に
おける支給見込額を計上しており
ます。
 
―――――――――――――

　ハ　役員賞与引当金
　　  一部の子会社においては、役員に
対して支給する賞与の支出に充て
るため、当連結会計年度における
支給見込額を計上しております。

（追加情報）
　当社は、前連結会計年度において、役員
に対して支給する賞与の支出に充てる
ため、支給見込額を計上しておりました
が、平成21年６月25日開催の定時株主総
会にて役員報酬体系を見直すことが決
議されたため、当連結会計年度より役員
賞与引当金は計上しておりません。

　 　ニ　完成工事補償引当金
　　　完成工事に係るかし担保の費用に
備えるため、過去一定期間の補償
実績率による算定額を計上してお
ります。

　ニ　完成工事補償引当金
　　　同左

　

EDINET提出書類

大明株式会社(E00077)

有価証券報告書

 53/115



　

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　

　ホ　退職給付引当金
　　　従業員の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当連結会計年度末において発
生していると認められる額を計上
しております。
　過去勤務債務は、その発生時の従
業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数(15年)による定額法によ
り費用処理しております。数理計
算上の差異は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数(15年)による定額法により
翌連結会計年度から費用処理して
おります。
―――――――――――――

　ホ　退職給付引当金
　　　従業員の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当連結会計年度末において発
生していると認められる額を計上
しております。
　過去勤務債務は、その発生時の従
業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数(15年)による定額法によ
り費用処理しております。数理計
算上の差異は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数(15年)による定額法により
翌連結会計年度から費用処理して
おります。

（会計方針の変更）
　当連結会計年度より、「退職給付に係
る会計基準」の一部改正（その３）
（企業会計基準第19号　平成20年７月
31日）を適用しております。
　数理計算上の差異を翌連結会計年度
から償却するため、これによる営業利
益、経常利益及び税金等調整前当期純
利益に与える影響はありません。
　また、本会計基準の適用に伴い発生す
る退職給付債務の差額の未処理残高は
軽微であります。

　

　へ　役員退職慰労引当金
　　  役員の退職慰労金の支出に備える
ため、内規に基づく連結会計年度
末要支給額を計上しております。
―――――――――――――

　へ　役員退職慰労引当金
　　  一部の子会社においては、役員の
退職慰労金の支出に備えるため、
内規に基づく連結会計年度末要支
給額を計上しております。

（追加情報）
　当社及び大明テクノ㈱は、役員の退職
慰労金の支払いに備えるため、役員退
職慰労引当金を計上しておりました
が、当社においては平成21年６月25日
開催、大明テクノ㈱においては平成21
年６月12日開催の定時株主総会におい
て、役員退職慰労金制度の廃止が決議
されたため、定時株主総会の日以前の
在任期間分に対応する役員退職慰労金
について、打ち切り支給することとい
たしました。
　なお、支給の時期は、各役員それぞれ
の退任時とし、役員退職慰労金は、退任
まで固定負債「長期未払金」として計
上しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　
――――――――――――― (4) 重要な収益及び費用の計上基準

イ　完成工事高の計上基準

　

　 　　　完成工事高の計上基準は、連結会計
年度末日までの進捗部分について
成果の確実性が認められる工事契
約については工事進行基準（工事
の進捗率の見積りは原価比例法）
を適用し、その他の工事契約につ
いては工事完成基準を適用してお
ります。
（会計方針の変更）
　請負工事に係る収益の計上につ
いては、従来、長期大型請負工事
（工期が３事業年度に亘り、請負
金額17億円以上）については工事
進行基準を、その他の工事につい
ては工事完成基準を適用しており
ましたが、「工事契約に関する会
計基準」（企業会計基準第15号　
平成19年12月27日）及び「工事契
約に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第18号　
平成19年12月27日）を当連結会計
年度より適用し、当連結会計年度
に着手した工事契約から、当連結
会計年度末までの進捗部分につい
て成果の確実性が認められる工事
については工事進行基準（工事の
進捗率の見積りは原価比例法）を
適用し、その他の工事については
工事完成基準を適用しておりま
す。
　これによる当連結会計年度の完
成工事高、営業利益、経常利益及び
税金等調整前当期純利益に与える
影響は軽微であります。

　 (4) その他連結財務諸表作成のため　
　　の重要な事項　　
　イ　完成工事高の計上基準

(5) その他連結財務諸表作成のための
　　重要な事項
　イ  ――――――――――

　 　　　完成工事高の計上基準は工事完成
基準によるほか、長期大型請負工
事(工期が３事業年度に亘り、請負
金額17億円以上のもの)について
は、工事進行基準を採用しており
ます。

　　　

　 　ロ　消費税等の会計処理 　ロ　消費税等の会計処理

　 　　　消費税等の会計処理は、税抜方式に
よっております。

　　  同左

５　連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項
 

　連結子会社の資産及び負債の評価は、
全面時価評価法によっております。

　同左

６　のれん及び負ののれんの
償却に関する事項

　のれん及び負ののれんは、５年間で均
等償却しております。

　同左

７　連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範
囲

 

　手許資金、要求払預金及び取得日から
３ヶ月以内に満期日の到来する流動性
の高い、容易に換金可能であり、かつ、
価値の変動について僅少なリスクしか
負わない短期的な投資としておりま
す。

　同左
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【会計方針の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（リース取引に関する会計基準の適用） 
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、
従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっておりましたが、「リース取引に関する会計基
準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改
正平成19年３月30日　企業会計基準第13号）及び
「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３
月30日　企業会計基準適用指針第16号）を適用し、通常
の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており
ます。
  なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移
転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用
しております。
  これに伴う、リース資産計上額、営業利益、経常利益
及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であ
ります。

―――――――――――――

　

【表示方法の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

――――――――――――― （連結貸借対照表）
　前連結会計年度において投資その他の資産「その
他」に含めて表示しておりました「敷金及び保証金」
（前連結会計年度578百万円）は重要性が増したため、
当連結会計年度より区分掲記しております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

※１　未成工事支出金等の内訳

未成工事支出金 6,445百万円

商品 106百万円

材料貯蔵品 240百万円

※１　未成工事支出金等の内訳

未成工事支出金 6,554百万円

商品 559百万円

材料貯蔵品 392百万円

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは次の
　　とおりであります。

投資有価証券 　

　(株式) 1百万円

※２　関連会社に対するものは次のとおりでありま
　　す。

投資有価証券 　

　(株式) 0百万円

  ３　保証債務
　 　 佐野ケーブルテレビ㈱の金融機関からの借入金
　　133百万円に対して保証を行っております。
　　　なお、ほかに住宅ローン利用者のための保証債
　　務488百万円があります。

  ３　保証債務
　 　 佐野ケーブルテレビ㈱の金融機関からの借入金
    115百万円に対して保証を行っております。
　　　なお、ほかに住宅ローン利用者のための保証債
　　務436百万円があります。

※４　土地の再評価
　連結子会社のうち東邦建㈱は、土地の再評価に関
する法律(平成10年３月31日公布法律第34号　　最終
改正平成13年６月29日)に基づき、事業用の土地の
評価を行っております。
　なお、連結決算上必要な調整を行い、再評価に　　係
る繰延税金負債及び少数株主持分相当額を控除　　
した金額を土地再評価差額金として純資産の部に　
　計上しております。

※４　土地の再評価
　連結子会社のうち東邦建㈱は、土地の再評価に関
する法律(平成10年３月31日公布法律第34号　　最終
改正平成13年６月29日)に基づき、事業用の土地の
再評価を行っております。
　なお、連結決算上必要な調整を行い、再評価に　　係
る繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額
金として純資産の部に計上しております。

　  (1) 再評価の方法
  土地の再評価に関する法律施行令(平成10年
３月31日公布政令第119号)第２条第４項に定め
る地価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定
する地価税の課税価額の計算の基礎となる土地
の価額を算定するために国税庁長官が定めて公
表した方法により算定した価額に合理的な調整
を行って算出する方法によっております。

　　(1) 再評価の方法
　　　　同左

　　(2) 土地の再評価を行った年月日　　 　　　　　　
                            平成14年３月31日

　　(2) 土地の再評価を行った年月日
　　　　同左

    (3) 再評価を行った土地の当期末における時価と

  再評価後の帳簿価額との差額
　　　　　 　　　　　　　　　　　442百万円

　　(3) 再評価を行った土地の当期末における時価と
　　　  再評価後の帳簿価額との差額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 468百万円

※５　当社は、第３回無担保転換社債の一部を市場か
ら買戻しましたが、期末日までに償却手続きが未了
のため、自己社債としております。当該自己社債は、
連結貸借対照表上で１年内償還予定の転換社債勘
定と相殺して表示しております。

流動負債
第３回無担保
転換社債

１年内償還予定の転換社債 6,752百万円

自己社債 △161百万円

計 6,591百万円

―――――――――――――

―――――――――――――
 

 

 

 

 
 

※６　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工
事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで
表示しております。損失の発生が見込まれる工事契
約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に
対応する額は43百万円であります。
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

―――――――――――――
 

※１　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額
60百万円

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次
　　のとおりであります。

従業員給料手当 3,193百万円

減価償却費 478百万円

退職給付費用 226百万円

役員賞与引当金繰入額 88百万円

役員退職慰労引当金繰入額 96百万円
　

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次
　　のとおりであります。

従業員給料手当 3,355百万円

減価償却費 625百万円

退職給付費用 286百万円

役員賞与引当金繰入額 5百万円

役員退職慰労引当金繰入額 43百万円
　

※３　一般管理費に含まれる研究開発費は、129百万
　　円であります。

※３　一般管理費に含まれる研究開発費は、126百万
　　円であります。
　

※４　固定資産売却益は、機械、運搬具及び工具器具
　　備品の売却によるもの(３百万円)であります。

※４　固定資産売却益は、機械、運搬具及び工具器具
　　備品の売却によるもの(０百万円)であります。

※５　保険解約返戻金は、郵便局の簡易保険及び生命
　　保険会社の生命保険を解約した際の保険料の戻入
　　益であります。

※５  同左

※６　固定資産除却損は、主に当社所有の機械、運搬
　　具及び工具器具備品を処分したことによるもの
　　(21百万円)であります。

―――――――――――――

※６　固定資産除却損は、主に当社の研修センター建
設に伴う従前建物の撤去によるもの(165百万円)
であります。

※７　減損損失
　当連結会計年度において、当社グループは以下
の資産グループについて減損損失を計上いたしま　
した。

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

神奈川県川崎市 賃貸資産
土地
構築物

42

千葉県習志野市 遊休資産
土地
構築物

39

　　　当社グループは、管理会計上の区分に基づき事業本
部別に資産のグルーピングを行い、賃貸用資産、遊
休資産については個々の物件を単位として扱って
おります。
　当連結会計年度において、上記の賃貸資産及び遊
休資産の売却の意思決定を行ったことに伴い、帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損
損失81百万円（土地78百万円、構築物３百万円）と
して特別損失に計上いたしました。
　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し
ており、正味売却価額については、売却予定額によ
り算定しております。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

　
前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 41,112 ― ― 41,112
　

　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 2,867 12 15 2,864
　

(注)１　自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものです。

    ２　自己株式の減少は、新株予約権の権利行使によるものです。

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年6月26日
定時株主総会

普通株式 458 12.00平成20年3月31日 平成20年6月27日

平成20年11月12日
取締役会

普通株式 344 9.00平成20年9月30日 平成20年12月5日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年6月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 420 11.00平成21年3月31日 平成21年6月26日
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 41,112 ― ― 41,112
　

　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 2,864 2 831 2,035
　

 (注)１　自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものです。

     ２　自己株式の減少は、株式交換による連結子会社の完全子会社化によるもの（821千株）及び新株予約権の権利

行使によるもの（10千株）です。

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年6月25日
定時株主総会

普通株式 420 11.00平成21年3月31日 平成21年6月26日

平成21年11月11日
取締役会

普通株式 382 10.00平成21年9月30日 平成21年12月7日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年6月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 390 10.00平成22年3月31日 平成22年6月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
　　表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年3月31日現在)

現金及び預金 13,582百万円

有価証券 4,156

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金

△235

現金及び現金同等物 17,503
　

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
　　表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年3月31日現在)

現金及び預金 7,313百万円

有価証券 486

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金

△159

現金及び現金同等物 7,640
　

　

(リース取引関係)
　

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（借手側）
１　ファイナンス・リース取引
　①　リース資産の内容
　主として、工事用車両及び建設資材の在庫管理シ
ステム機器（備品）であります。

　②　リース資産の減価償却の方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする
定額法によっております。

２　オペレーティング・リース取引
　　該当事項はありません。
３　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有
　権移転外ファイナンス・リース取引について、通常
　の賃貸借取引に係る方法に準ずるもの

（借手側）
１　ファイナンス・リース取引
　①　リース資産の内容
      同左
 
　②　リース資産の減価償却の方法
      同左
 
２　オペレーティング・リース取引
　　同左　
３　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有
　権移転外ファイナンス・リース取引について、通常
　の賃貸借取引に係る方法に準ずるもの

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
相当額及び期末残高相当額

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
相当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械、運搬具及
び工具器具備品

1,459 759 700

　　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残　　　　
　 　
　　　　　高が有形固定資産の期末残高等に占める割　　　　 
　　　　　合が低いため、「支払利子込み法」により　　　　　 
　　　　　算定しております。

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械、運搬具及
び工具器具備品

1,173 694 479

　　(注)　同左
 

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 258百万円

１年超 484

合計 743

　　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過
          リース料期末残高が有形固定資産の期末残
          高等に占める割合が低いため、「支払利子
          込み法」により算定しております。

　②　未経過リース料期末残高相当額等

１年以内 203百万円

１年超 304

合計 508

　　(注)　同左

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 326百万円

減価償却費相当額 326百万円

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 244百万円

減価償却費相当額 244百万円

　④　減価償却費相当額の算定方法
　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と　　　す
る定額法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法
　    同左

（減損損失について）
　　リース資産に配分された減損損失はないため、項
　目等の記載は省略しております。

（減損損失について）
　　同左
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　 前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（貸主側）
　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権
移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃
貸借取引に係る方法に準ずるもの

（貸主側）
　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権
移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃
貸借取引に係る方法に準ずるもの

　①　リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期
　　　末残高

　①　リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期
　　　末残高

　
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

期末残高
(百万円)

機械、運搬具及び
工具器具備品

2 1 1
　

　
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

期末残高
(百万円)

機械、運搬具及び
工具器具備品

2 2 0
　

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 15百万円

１年超 16

合計 32

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9百万円

１年超 7

合計 16

　③　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 3百万円

減価償却費 3百万円

受取利息相当額 0百万円

　③　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 0百万円

減価償却費 0百万円

受取利息相当額 0百万円

　④　利息相当額の算定方法
　　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額
　　　との差額を利息相当額とし、各期への配分方法
　　　については、定額法によっております。
（減損損失について）
　　リース資産に配分された減損損失はないため、項　
　目等の記載は省略しております。

　④　利息相当額の算定方法
　　　　同左

 
 
（減損損失について）
　　同左

　

(金融商品関係)
　
当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、余裕資金については安全性の高い、短期的な金融資産で運用し、投機的な取引は行わ

ない方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、

社内規程に従い、信用調査資料等により取引先の信用力を適正に評価し、取引の可否を決定しておりま

す。

　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株

式であり、定期的に時価を把握することにより管理を行っております。

　営業債務である工事未払金の支払期日は１年以内であります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金預金 7,313 7,313 －

(2) 完成工事未収入金 26,604 26,604 －

(3) 投資有価証券
　　 その他有価証券 2,595 2,595 －

資産計 36,513 36,513 －

(1) 工事未払金 13,385 13,385 －

負債計 13,385 13,385 －

　 (注) １　金融時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項　

資産

(1) 現金預金

　預金は短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2) 完成工事未収入金

　これは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3) 投資有価証券

　株式は取引所の価格によっており、投資信託については、公表された基準価格によっております。

負債

(1) 工事未払金

　これは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

デリバティブ取引

当グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

①　非上場株式

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 193

　　　　　　　これについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）

　　　投資有価証券」には含めておりません。

　

３　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

(1) 現金預金 7,313 ― ― ―

(2) 完成工事未収入金 26,604 ― ― ―

(3) 投資有価証券
　　その他有価証券のうち
　　満期があるもの

 
― 397

 
―

 
―

合計 33,918 397 ― ―

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年3月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年3月10日）を

適用しております。
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(有価証券関係)

　

(前連結会計年度)

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成21年３月31日)

　

　
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　 　 　

　①　株式 702 1,020 317

　②　債券 　 　 　

　　　　国債・地方債等 ― ― ―

　　　　社債 ― ― ―

　　　　その他 ― ― ―

　③　その他 9 12 2

小計 712 1,032 320

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　

　①　株式 1,151 823 △328

　②　債券 　 　 　

　　　　国債・地方債等 ― ― ―

　　　　社債 ― ― ―

　　　　その他 ― ― ―

　③　その他 541 516 △24

小計 1,692 1,339 △352

合計 2,404 2,372 △32

　
２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

売却額 9百万円
売却益の合計額 3百万円
売却損の合計額 0百万円

　
３　時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成21年３月31日)

  その他有価証券

非上場株式 217百万円
マネー・マネジメント・ファンド 252百万円
コマーシャル・ペーパー 3,903百万円

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額（平成21年３月31

日）
　

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

　①　債券 　 　 　 　

　　　社債 ― ― ― ―

　　　その他 ― ― ― ―

　②　その他 3,903 416 ― ―

合計 3,903 416 ― ―

 (注)　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、156百万円の減損処理を行っております。な

お、当該株式の下落率が30～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当連結会計年度における最高値・最安

値と帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに、発行体の外部信用格付や業績の推移

・見通し、時価下落の内的・外的要因等を勘案し、総合的に判断しております。
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(当連結会計年度)

１　売買目的有価証券

　　　該当事項はありません。

　

２　満期保有目的の債券

　　　該当事項はありません。

　

３　その他有価証券

　 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

(1)株式 1,421 1,005 415

(2)債券 　 　 　

 ① 国債・地方債等 ― ― ―

 ② 社債 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

(3)その他 614 599 15

小計 2,036 1,605 430

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

(1)株式 656 842 △185

(2)債券 　 　 　

 ① 国債・地方債等 ― ― ―

 ② 社債 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

(3)その他 389 404 △14

小計 1,046 1,247 △200

合計 3,082 2,852 230

 (注)　非上場株式（連結貸借対照表計上額　193百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め 

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

　

４　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

種類 売却額(百万円)
売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

(1)株式 55 41 ―

(2)債券 　 　 　

 ① 国債・地方債等 ― ― ―

 ② 社債 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

(3)その他 ― ― ―

合計 55 41 ―
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(デリバティブ取引関係)

　
　前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成21年４
月１日　至　平成22年３月31日）　

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。
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(退職給付関係)

　

(前連結会計年度)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、主として確定給付型・積立型の制度として適格退職年金制度を、確定給付型・非

積立型の制度として退職一時金制度を設けております。

また、従業員の退職等に際して退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない

割増退職金を支払う場合があります。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成21年３月31日)

　
　①　退職給付債務 △12,228百万円

　②　年金資産(退職給付信託を含む) 8,052

　③　未積立退職給付債務 △4,176

　④　未認識数理計算上の差異 4,244

　⑤　未認識過去勤務債務 △1,437

　⑥　連結貸借対照表計上額(純額) △1,368

　⑦　前払年金費用 148

　⑧　退職給付引当金 △1,517

(注)　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　
　①　勤務費用 810百万円

　②　利息費用 274

　③　期待運用収益 △249

　④　過去勤務債務の費用処理額 △199

　⑤　数理計算上の差異の費用処理額 241

　⑥　退職給付費用 876

(注) １　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、①勤務費用に計上しております。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
　①　退職給付見込額の期間配分方法 勤務期間を基準とする方法

　②　割引率 2.5％

　③　期待運用収益率 3.5％

　④　過去勤務債務の額の処理年数 15年

　⑤　数理計算上の差異の処理年数 15年
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(当連結会計年度)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、主として確定給付型・積立型の制度として適格退職年金制度を、確定給付型・非

積立型の制度として退職一時金制度を設けております。

また、従業員の退職等に際して退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない

割増退職金を支払う場合があります。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成22年３月31日)

　
　①　退職給付債務 △11,126百万円

　②　年金資産(退職給付信託を含む) 7,941

　③　未積立退職給付債務 △3,184

　④　未認識数理計算上の差異 2,823

　⑤　未認識過去勤務債務 △1,199

　⑥　連結貸借対照表計上額(純額) △1,559

　⑦　前払年金費用 ―

　⑧　退職給付引当金 △1,559

(注)　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　
　①　勤務費用 815百万円

　②　利息費用 267

　③　期待運用収益 △103

　④　過去勤務債務の費用処理額 △197

　⑤　数理計算上の差異の費用処理額 402

　⑥　退職給付費用 1,184

(注) １　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、①勤務費用に計上しております。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
　①　退職給付見込額の期間配分方法 勤務期間を基準とする方法

　②　割引率 主として2.5％

　③　期待運用収益率         2.0％

　④　過去勤務債務の額の処理年数         15年

　⑤　数理計算上の差異の処理年数         15年
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(ストック・オプション等関係)

　
　前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　 (1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成15年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　7

当社使用人　177

株式の種類及び付与数（株） 普通株式  500,000

付与日 平成15年7月1日

権利確定条件

①新株予約権者は、権利行使時においても当社取締役または使用人の

地位にあることを要する。ただし、新株予約権者が、任期満了等の正当

な理由により退職する等当社が認めた場合に限り、その地位を離れた

後２年間については、なお行使できるものとする。

②新株予約権者が死亡した場合には、その相続人による新株予約権の

行使は、相続から半年以内に限り認める。

③その他権利行使の条件については、当社と新株予約権者との間で締

結した新株予約権割当契約に定めるところによる。

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間
平成17年7月1日

～平成21年6月30日

　

会社名 東邦建株式会社

決議年月日 平成10年６月26日

付与対象者の区分及び人数（名）
連結子会社取締役　　 ９

連結子会社幹部社員　 11

株式の種類及び付与数（株） 普通株式  78,000

付与日 平成10年６月26日

権利確定条件
新株予約権者は、権利行使時においても連結子会社取締役または使用

人の地位にあることを要する。

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間
平成11年1月28日

～平成20年6月25日

　 (2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　 ①  ストック・オプションの数

会社名 提出会社 東邦建株式会社
決議年月日 平成15年６月27日 平成10年6月26日
権利確定後 　 　
　期首（株） 26,000 26,000
　権利確定（株） － －

　権利行使（株） 15,000 26,000
　失効（株） － －

　未行使残（株） 11,000 －

　

　 ②  単価情報
会社名 提出会社 東邦建株式会社
決議年月日 平成15年６月27日 平成10年６月26日

権利行使価格（円） 424 414
行使時平均株価（円） 936 －

付与日における公正な評価単価（円） － －
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　当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　 (1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成15年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　7

当社使用人　177

株式の種類及び付与数（株） 普通株式  500,000

付与日 平成15年7月1日

権利確定条件

①新株予約権者は、権利行使時においても当社取締役または使用人の

地位にあることを要する。ただし、新株予約権者が、任期満了等の正当

な理由により退職する等当社が認めた場合に限り、その地位を離れた

後２年間については、なお行使できるものとする。

②新株予約権者が死亡した場合には、その相続人による新株予約権の

行使は、相続から半年以内に限り認める。

③その他権利行使の条件については、当社と新株予約権者との間で締

結した新株予約権割当契約に定めるところによる。

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間
平成17年7月1日

～平成21年6月30日

　

　 (2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　 ①  ストック・オプションの数

会社名 提出会社

決議年月日 平成15年６月27日

権利確定後 　

　期首（株） 11,000

　権利確定（株） －

　権利行使（株） 10,000

　失効（株） 1,000

　未行使残（株） 0

　

　 ②  単価情報
会社名 提出会社

決議年月日 平成15年６月27日

権利行使価格（円） 424

行使時平均株価（円） 880

付与日における公正な評価単価（円） －
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳　

　 (単位　百万円)

　　繰延税金資産 　

　　　有価証券評価損 187

　　　固定資産評価損等 472

　　　貸倒引当金 113

　　　退職給付引当金 1,898

　　　繰越欠損金 516

　　　大明共済会留保金等 27

　　　未払事業税 123

　　　未払賞与 260

　　　役員退職慰労引当金 179

      工事損失引当金 22

　　　その他 117

　　繰延税金資産小計 3,917

　　　評価性引当額 △1,596

　　繰延税金資産合計 2,321

　　繰延税金負債 　

　　　固定資産圧縮積立金 231

　　　その他有価証券評価差額金 ―

　　　退職給付信託設定益 1,069

　　　その他 35

　　繰延税金負債合計 1,336

　　繰延税金資産の純額 984

 
　　　上記のほか、土地の再評価に係る繰延税金負債
　　49百万円を計上しております。
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳　

　 (単位　百万円)

　　繰延税金資産 　

　　　有価証券評価損 183

　　　固定資産評価損等 640

　　　貸倒引当金 90

　　　退職給付引当金 1,943

　　　繰越欠損金 497

　　　大明共済会留保金等 27

　　　未払事業税 57

　　　未払賞与 100

　　　役員退職慰労引当金及び未払金 168

      工事損失引当金 24

　　　その他 251

　　繰延税金資産小計 3,985

　　　評価性引当額 △1,354

　　繰延税金資産合計 2,630

　　繰延税金負債 　

　　　固定資産圧縮積立金 219

　　　その他有価証券評価差額金 62

　　　退職給付信託設定益 1,021

　　　その他 60

　　繰延税金負債合計 1,364

　　繰延税金資産の純額 1,266

 
　　　上記のほか、土地の再評価に係る繰延税金負債
　　49百万円を計上しております。
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳　

　法定実効税率 40.69％

　(調整) 　

　永久に損金に算入されない項目 1.51

　永久に益金に算入されない項目 △0.20

　住民税均等割 0.90

　評価性引当によるもの △0.72

　負ののれん償却額 △0.04

　その他 △0.17

　税効果会計適用後の
　法人税等の負担率

41.98％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳　

　法定実効税率 40.69％

　(調整) 　

　永久に損金に算入されない項目 1.85

　永久に益金に算入されない項目 △0.51

　住民税均等割 1.21

　評価性引当によるもの △8.48

　負ののれん償却額 △0.20

  持分変動利益 △0.93

　その他 △0.58

　税効果会計適用後の
　法人税等の負担率

33.04％

 

　

(賃貸等不動産関係)

　
　当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 賃貸等不動産については重要性が乏しいため、開示は省略しております。

　

 （追加情報）

　　 当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20

   号　平成20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企

   業会計基準適用指針第23号　平成20年11月28日）を適用しております。
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(セグメント情報)

　

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「電気通

信設備工事業・電気設備工事業」の割合が90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「電気通

信設備工事業・電気設備工事業」の割合が90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

　

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　　当連結会計年度において、該当事項はありません。

　

（追加情報）

　当連結会計年度から平成18年10月17日公布の「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会　企業会計基準適用指針第13号）を適用しております。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　　当連結会計年度において、該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

　

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

  大明テレコム株式会社による大明コムテック株式会社の吸収合併

（１）結合当事企業及び事業の内容、企業結合の法的形式及び結合後企業の名称並びに取引の目的を含

む取引の概要

①　結合当事企業及び事業の内容

会社名 事業の内容

大明テレコム株式会社 電気通信設備工事業、特定労働者派遣事業

大明コムテック株式会社 電気通信設備工事業

②  企業結合の法的形式

大明テレコム株式会社を存続会社、大明コムテック株式会社を消滅会社とする吸収合併

③  結合後企業の名称

結合後企業の名称は大明ネクスト株式会社としております。

④　取引の目的を含む取引の概要

  グループ経営資源の集中と経営の効率化を図り、首都圏のＮＴＴエンジニアリング事業におい

て稼動変化に柔軟に対応できる体制を構築し、かつコントロールの強化・コストリダクションを

推進することによりコストの最小化に取り組み、また、一般民需等の事業領域を拡大し、収益の向

上を目指すことを目的としております。

（２）実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日公表分）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成19年11月15日

公表分）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。

　

EDINET提出書類

大明株式会社(E00077)

有価証券報告書

 73/115



  株式交換による東邦建株式会社の完全子会社化

（１）結合当事企業及び事業の内容、企業結合の法的形式及び結合後企業の名称並びに取引の目的を含

む取引の概要

①　結合当事企業及び事業の内容

会社名 事業の内容

大明株式会社 電気通信設備事業

東邦建株式会社 電気通信設備工事業

②  企業結合の法的形式

当社を完全親会社とし、東邦建株式会社を完全子会社とする株式交換

③　結合後企業の名称

名称に変更はありません。

④　取引の目的を含む取引の概要

　当社は平成22年３月25日に、経営環境の変化に柔軟かつ迅速に対応するため、当社グループの一

体性を高めた施工体制の充実と経営資源の有効活用を目的として、連結子会社である東邦建株式

会社を株式交換により完全子会社といたしました。

　なお、当社は、会社法第７９６条第３項の規定に基づき、株主総会の承認を得ない簡易株式交換の

手続きにより、本件株式交換を実施しております。

（２）実施した会計処理の概要

  「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日公表分）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成19年11月15

日公表分）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。

（３）子会社株式の追加取得に関する事項

①　取得原価及びその内訳

取得の対価 当社普通株式 625百万円

取得に直接要した費用 株式交換比率の算定業務にかかる報酬等 14百万円

取得原価 　 639百万円

②  株式の種類別の交換比率

　
大明株式会社

（株式交換完全親会社）
東邦建株式会社

（株式交換完全子会社）

株式交換比率 １ 0.25

③  交換比率の算定

  当社及び東邦建株式会社は、第三者算定機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果を参考

に、上記比率を決定しております。

④  交付した株式数及びその評価額

交付株式数　　778,630株　

評価額　　　  529百万円

⑤  発生した負ののれんの金額

1,224百万円

⑥  負ののれんの発生した原因

  主として本件株式交換により減少する少数株主持分の金額が、追加取得した東邦建株式会社の

普通株式の取得原価を上回ることにより発生したものであります。

⑦  発生した負ののれんの償却方法及び償却期間

５年間で均等償却
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  株式交換による大明ネットワーク株式会社の完全子会社化

（１）結合当事企業及び事業の内容、企業結合の法的形式及び結合後企業の名称並びに取引の目的を含

む取引の概要

①　結合当事企業及び事業の内容

会社名 事業の内容

大明株式会社 電気通信設備事業

大明ネットワーク株式会社 電気通信設備工事業

②  企業結合の法的形式

当社を完全親会社とし、大明ネットワーク株式会社を完全子会社とする株式交換

③　結合後企業の名称

名称に変更はありません。

④　取引の目的を含む取引の概要

　当社は平成22年３月25日に、経営環境の変化に柔軟かつ迅速に対応するため、当社グループの一

体性を高めた施工体制の充実と経営資源の有効活用を目的として、連結子会社である大明ネット

ワーク株式会社を株式交換により完全子会社といたしました。

　なお、当社は、会社法第７９６条第３項の規定に基づき、株主総会の承認を得ない簡易株式交換の

手続きにより、本件株式交換を実施しております。

（２）実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日公表分）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成19年11月15日

公表分）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。

（３）子会社株式の追加取得に関する事項

①　取得原価及びその内訳

取得の対価 当社普通株式 17百万円

取得に直接要した費用 株式交換比率の算定業務にかかる報酬等 0百万円

取得原価 　 18百万円

②  株式の種類別の交換比率

　
大明株式会社

（株式交換完全親会社）
大明ネットワーク株式会社
（株式交換完全子会社）

株式交換比率 １ ７

③  交換比率の算定

  当社及び大明ネットワーク株式会社は、第三者算定機関から提出を受けた株式交換比率の算定

結果を参考に、上記比率を決定しております。

④  交付した株式数及びその評価額

交付株式数　　22,400株　

評価額　　　  15百万円

⑤  発生した負ののれんの金額

25百万円

⑥  負ののれんの発生した原因

　本件株式交換により減少する少数株主持分の金額が、追加取得した大明ネットワーク株式会社の

普通株式の取得原価を上回ることにより発生したものであります。

⑦  発生した負ののれんの償却方法及び償却期間

５年間で均等償却
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  株式交換による大明通産株式会社の完全子会社化

（１）結合当事企業及び事業の内容、企業結合の法的形式及び結合後企業の名称並びに取引の目的を含

む取引の概要

①　結合当事企業及び事業の内容

会社名 事業の内容

大明株式会社 電気通信設備事業

大明通産株式会社 通信設備に関わる材料等の販売、建設機材の販売・賃貸

②  企業結合の法的形式

当社を完全親会社とし、大明通産株式会社を完全子会社とする株式交換

③　結合後企業の名称

名称に変更はありません。

④　取引の目的を含む取引の概要

　当社は平成22年３月25日に、経営環境の変化に柔軟かつ迅速に対応するため、当社グループの一

体性を高めた施工体制の充実と経営資源の有効活用を目的として、連結子会社である大明通産株

式会社を株式交換により完全子会社といたしました。

　なお、当社は、会社法第７９６条第３項の規定に基づき、株主総会の承認を得ない簡易株式交換の

手続きにより、本件株式交換を実施しております。

（２）実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日公表分）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成19年11月15日

公表分）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。

（３）子会社株式の追加取得に関する事項

①　取得原価及びその内訳

取得の対価 当社普通株式 7百万円

取得に直接要した費用 株式交換比率の算定業務にかかる報酬等 0百万円

取得原価 　 7百万円

②  株式の種類別の交換比率

　
大明株式会社

（株式交換完全親会社）
大明通産株式会社

（株式交換完全子会社）

株式交換比率 １ 0.25

③  交換比率の算定

  当社及び大明通産株式会社は、第三者算定機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果を参

考に、上記比率を決定しております。

④  交付した株式数及びその評価額

交付株式数　　8,870株　

評価額　　　 ６百万円

⑤  発生した負ののれんの金額

６百万円

⑥  負ののれんの発生した原因

  本件株式交換により減少する少数株主持分の金額が、追加取得した大明通産株式会社の普通株

式の取得原価を上回ることにより発生したものであります。

⑦  発生した負ののれんの償却方法及び償却期間

５年間で均等償却
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  株式交換による大明ネクスト株式会社の完全子会社化

（１）結合当事企業及び事業の内容、企業結合の法的形式及び結合後企業の名称並びに取引の目的を含

む取引の概要

①　結合当事企業及び事業の内容

会社名 事業の内容

大明株式会社 電気通信設備事業

大明ネクスト株式会社 電気通信設備工事業

②  企業結合の法的形式

当社を完全親会社とし、大明ネクスト株式会社を完全子会社とする株式交換

③  結合後企業の名称

名称に変更はありません。

④　取引の目的を含む取引の概要

　当社は平成22年３月25日に、経営環境の変化に柔軟かつ迅速に対応するため、当社グループの一

体性を高めた施工体制の充実と経営資源の有効活用を目的として、連結子会社である大明ネクス

ト株式会社を株式交換により完全子会社といたしました。

　なお、当社は、会社法第７９６条第３項の規定に基づき、株主総会の承認を得ない簡易株式交換の

手続きにより、本件株式交換を実施しております。

（２）実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日公表分）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成19年11月15日

公表分）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。

（３）子会社株式の追加取得に関する事項

①　取得原価及びその内訳

取得の対価 当社普通株式 10百万円

取得に直接要した費用 株式交換比率の算定業務にかかる報酬等 0百万円

取得原価 　 11百万円

②  株式の種類別の交換比率

　
大明株式会社

（株式交換完全親会社）
大明ネクスト株式会社
（株式交換完全子会社）

株式交換比率 １ 20

③  交換比率の算定

  当社及び大明ネクスト株式会社は、第三者算定機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果

を参考に、上記比率を決定しております。

④  交付した株式数及びその評価額

交付株式数　　13,440株　

評価額　　　  ９百万円

⑤  発生した負ののれんの金額

12百万円

⑥  負ののれんの発生した原因

  本件株式交換により減少する少数株主持分の金額が、追加取得した大明ネクスト株式会社の普

通株式の取得原価を上回ることにより発生したものであります。

⑦  発生した負ののれんの償却方法及び償却期間

５年間で均等償却
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 1,106円71銭

　

１株当たり純資産額 1,159円50銭

　

１株当たり当期純利益 100円72銭

　

１株当たり当期純利益 79円40銭

　
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

90円33銭

　

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

―

　(注) １　当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２　算定上の基礎は、以下のとおりであります。

①　１株当たり純資産額　　

項目
前連結会計年度

(平成21年３月31日)
当連結会計年度

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 45,400 46,485

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 3,070 1,176

（うち少数株主持分）(百万円） (3,070) (1,176)

普通株式に係る純資産額(百万円) 42,329 45,309

普通株式の発行済株式数(千株) 41,112 41,112

普通株式の自己株式数（千株） 2,864 2,035

１株当たり純資産の算定に用いられた期末の普通株式の数(千株) 38,248 39,076

　

②　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純利益(百万円) 3,852 3,038

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 3,852 3,038

普通株式の期中平均株式数(千株) 38,249 38,267

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら
れた当期純利益調整額の主要な内訳(百万円)

　 　

　支払利息(税額相当額控除後) 71 ―

　事務手数料(税額相当額控除後) 2 ―

当期純利益調整額(百万円) 73 ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら
れた普通株式増加数の主要な内訳(千株)

　 　

　転換社債 5,209 ―

　新株予約権 8 ―

普通株式増加数(千株) 5,217 ―
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(重要な後発事象)

　

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　　　 該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

株式会社コミューチュア及び株式会社東電通との経営統合

  当社は、平成22年６月29日開催の第66回定時株主総会における承認を前提として、平成22年10月１日を

効力発生日として株式会社コミューチュアと株式会社東電通と共同して株式移転を行うことにより共同

持株会社を設立し、各社は子会社としてその傘下に入ることについて合意に達し、平成22年５月19日開催

の取締役会において本株式移転に関する「株式移転計画書」の作成、及び「統合契約書」の締結を決議

し、同日付で株式会社コミューチュア並びに株式会社東電通と統合契約を締結いたしました。

　本件につきましては、平成22年６月29日開催の株主総会において承認されております。

　

１．本経営統合の目的

　経営統合による３社の経営資源を最大限活用し企業価値の最大化を図るとともに、各事業での競争力

の強化・効率化を推進し統合効果を実現することであります。

２．株式移転の方法及び内容

  当社は、株式会社コミューチュアと株式会社東電通と共同して株式移転を行い、３社の発行済株式の

全てを新たに設立する共同持株会社に移転させて、共同持株会社の完全子会社となる予定です。また、当

社、株式会社コミューチュア及び株式会社東電通の株主に対し、共同持株会社の株式を割り当てる予定

です。ただし、今後の手続きを進める中で、３社協議の上、日程等を変更する場合があります。

３．株式移転の時期

  株式移転の効力発生日及び共同持株会社設立日は平成22年10月１日を予定しております。

４．その他重要な事項

（株式移転比率）

  株式会社コミューチュアの普通株式１株に対して共同持株会社の普通株式0.77株を、株式会社東電通

の普通株式１株に対して共同持株会社の普通株式0.24株を、当社の普通株式１株に対して共同持株会社

の普通株式１株をそれぞれ割当て交付いたします。

（株式移転により新たに設立する会社の概要）

商号 株式会社ミライト・ホールディングス

事業内容
電気通信工事、電気工事、土木工事、建築工事及びこれらに関連する事業を行

う子会社及びグループ会社の経営管理並びにこれらに附帯する業務

本店所在地 東京都江東区

資本金 70億円

（当該株式移転に伴う会計処理の概要）

  本株式移転は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）における

「取得」に該当するため、パーチェス法を適用することとなり、会計上の被取得会社の資産及び負債は、

共同持株会社の連結財務諸表上において時価で計上されることが見込まれます。
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⑤　【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結会計
年度末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

大明㈱
(当社)

第３回無担保
転換社債

平成６年
９月30日

6,591 ―
年
1.80

なし
平成21年
９月30日

合計 ― ― 6,591 ― ― ― ―

(注) １　第３回無担保転換社債

　①　転換の条件 …………………………　転換価格1,265円20銭につき、普通株式１株の割合をもって転換

　②　転換により発行する株式の内容 …　普通株式

　③　転換請求期間 ………………………　平成６年11月１日から平成21年９月29日まで

　

【借入金等明細表】

　

区分
前連結会計年度末

残高
(百万円)

当連結会計年度末
残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 203 102 1.71 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 0 0 4.71 ―

１年以内に返済予定のリース債務 9 10 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1 1 4.71
平成23年4月
～平成26年3月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

20 26 ―
平成23年4月
～平成27年2月

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 235 140 ― ―

(注) １　「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務の「平均利率」について、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は

次のとおりであります。

　 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金   (百万円) 0 0 0 ―

リース債務   (百万円) 9 9 5 2
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(2) 【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

　 (自 平成21年４月１日(自 平成21年７月１日(自 平成21年10月１日(自 平成22年１月１日

　 至 平成21年６月30日)至 平成21年９月30日)至 平成21年12月31日)至 平成22年３月31日)

売上高     (百万円) 23,559 27,290 27,567 37,251

税金等調整前
四半期純利益金額
           (百万円)

718 1,183 843 1,949

四半期純利益金額
           (百万円)

339 625 479 1,594

１株当たり
四半期純利益額 (円)

8.88 16.34 12.53 41.62
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 11,283 5,537

受取手形 177 89

完成工事未収入金 23,085 25,505

売掛金 96 164

有価証券 4,156 486

未成工事支出金 4,938 ※４
 4,568

材料貯蔵品 99 253

短期貸付金 ※１
 1,020

※１
 1,373

前払費用 25 103

繰延税金資産 276 92

その他 764 774

貸倒引当金 △6 △1

流動資産合計 45,917 38,947
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

固定資産

有形固定資産

建物 4,961 7,877

減価償却累計額 △2,846 △2,883

建物（純額） 2,115 4,994

構築物 468 565

減価償却累計額 △334 △331

構築物（純額） 133 234

機械及び装置 5 5

減価償却累計額 △4 △3

機械及び装置（純額） 0 1

車両運搬具 55 55

減価償却累計額 △37 △45

車両運搬具（純額） 17 9

工具、器具及び備品 1,467 1,589

減価償却累計額 △1,196 △1,243

工具、器具及び備品（純額） 270 346

土地 5,693 5,637

リース資産 79 148

減価償却累計額 △12 △31

リース資産（純額） 67 117

建設仮勘定 1,286 332

有形固定資産合計 9,586 11,674

無形固定資産

ソフトウエア 1,540 1,265

ソフトウエア仮勘定 45 23

その他 3 3

無形固定資産合計 1,589 1,293

投資その他の資産

投資有価証券 2,352 2,533

関係会社株式 2,732 3,313

従業員に対する長期貸付金 1 1

関係会社長期貸付金 3 2

敷金及び保証金 － 663

破産債権、更生債権等 160 22

繰延税金資産 278 590

その他 1,088 373

貸倒引当金 △250 △112

投資損失引当金 △1,548 △1,548

投資その他の資産合計 4,817 5,838

固定資産合計 15,993 18,805

資産合計 61,910 57,753
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

工事未払金 ※１
 12,497

※１
 13,521

1年内返済予定の長期借入金 0 0

1年内償還予定の転換社債 ※３
 6,591 －

リース債務 16 32

未払金 1,072 873

未払法人税等 1,100 537

未払費用 59 －

未成工事受入金 318 238

預り金 ※１
 1,866

※１
 1,799

工事損失引当金 33 ※４
 33

役員賞与引当金 70 －

完成工事補償引当金 15 13

流動負債合計 23,641 17,050

固定負債

長期借入金 1 1

長期未払金 － 229

リース債務 51 85

退職給付引当金 466 464

役員退職慰労引当金 234 －

固定負債合計 754 780

負債合計 24,395 17,830

純資産の部

株主資本

資本金 5,610 5,610

資本剰余金

資本準備金 4,104 4,104

その他資本剰余金 26 －

資本剰余金合計 4,131 4,104

利益剰余金

利益準備金 916 916

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 286 272

別途積立金 25,280 28,080

繰越利益剰余金 3,618 2,433

利益剰余金合計 30,101 31,702

自己株式 △2,299 △1,632

株主資本合計 37,544 39,785

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △29 137

評価・換算差額等合計 △29 137

純資産合計 37,515 39,922

負債純資産合計 61,910 57,753
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

完成工事高 110,682 106,139

完成工事原価 ※２
 97,413

※１, ※２
 94,474

完成工事総利益 13,268 11,664

販売費及び一般管理費

役員報酬 190 310

役員賞与引当金繰入額 70 －

従業員給料手当 2,919 3,102

退職給付費用 160 228

役員退職慰労引当金繰入額 58 13

法定福利費 399 423

福利厚生費 125 120

修繕維持費 866 546

事務用品費 287 295

通信交通費 261 260

動力用水光熱費 42 42

調査研究費 266 263

研究開発費 ※３
 129

※３
 126

広告宣伝費 77 37

交際費 93 85

寄付金 1 1

地代家賃 419 394

減価償却費 406 565

租税公課 200 217

保険料 11 11

雑費 673 630

販売費及び一般管理費合計 7,661 7,678

営業利益 5,607 3,986

営業外収益

受取利息 ※２
 47

※２
 16

有価証券利息 25 4

受取配当金 ※２
 81

※２
 87

不動産賃貸料 ※２
 45

※２
 59

雑収入 51 25

営業外収益合計 250 194

営業外費用

支払利息 14 6

社債利息 120 59

貸倒引当金繰入額 40 －

雑支出 28 8

営業外費用合計 204 74

経常利益 5,653 4,106
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 1 40

貸倒引当金戻入額 － 8

特別利益合計 1 48

特別損失

固定資産除却損 ※４
 18

※４
 156

減損損失 － ※５
 81

投資有価証券評価損 162 8

経営統合費用 － 56

特別損失合計 180 302

税引前当期純利益 5,475 3,852

法人税、住民税及び事業税 2,066 1,569

法人税等調整額 243 △197

法人税等合計 2,309 1,371

当期純利益 3,165 2,481
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【完成工事原価報告書】

　

　 　
第65期

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

第66期
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　Ⅰ　材料費 　 9,747 10.0 8,337 8.8

　Ⅱ　労務費 　 6,642 6.8 7,549 8.0

　Ⅲ　外注費 　 63,501 65.2 59,759 63.3

　Ⅳ　経費 　 17,521 18.0 18,827 19.9

　　　(うち人件費) 　 (9,808)(10.1) (10,193)(10.8)

計 　 97,413100.0 94,474100.0

(注) １　原価計算の方法は個別原価計算によって、材料費、労務費、外注費、経費の諸要素に分類して集計しております。

集計される工事原価は実際原価によっており、工事部門費(間接費)は期末に当期作業実績を基準として部門

別に当期完成工事原価及び期末未成工事支出金へ配賦しております。

２　完成工事原価には、工事請負契約以外の売上原価を含めております。

　　　　前期 712百万円、当期570百万円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,610 5,610

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,610 5,610

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 4,104 4,104

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,104 4,104

その他資本剰余金

前期末残高 32 26

当期変動額

自己株式の処分 △5 △104

自己株式の処分差損振替 － 77

当期変動額合計 △5 △26

当期末残高 26 －

資本剰余金合計

前期末残高 4,137 4,131

当期変動額

自己株式の処分 △5 △104

自己株式の処分差損振替 － 77

当期変動額合計 △5 △26

当期末残高 4,131 4,104

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 916 916

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 916 916

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 300 286

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △14 △14

当期変動額合計 △14 △14

当期末残高 286 272

別途積立金

前期末残高 22,580 25,280

当期変動額

別途積立金の積立 2,700 2,800

当期変動額合計 2,700 2,800

当期末残高 25,280 28,080
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 3,942 3,618

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 14 14

別途積立金の積立 △2,700 △2,800

剰余金の配当 △803 △803

当期純利益 3,165 2,481

自己株式の処分差損振替 － △77

当期変動額合計 △324 △1,184

当期末残高 3,618 2,433

利益剰余金合計

前期末残高 27,739 30,101

当期変動額

剰余金の配当 △803 △803

当期純利益 3,165 2,481

自己株式の処分差損振替 － △77

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

当期変動額合計 2,361 1,600

当期末残高 30,101 31,702

自己株式

前期末残高 △2,301 △2,299

当期変動額

自己株式の取得 △9 △2

自己株式の処分 12 668

当期変動額合計 2 666

当期末残高 △2,299 △1,632

株主資本合計

前期末残高 35,186 37,544

当期変動額

剰余金の配当 △803 △803

当期純利益 3,165 2,481

自己株式の取得 △9 △2

自己株式の処分 6 564

当期変動額合計 2,358 2,240

当期末残高 37,544 39,785
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 106 △29

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△136 167

当期変動額合計 △136 167

当期末残高 △29 137

評価・換算差額等合計

前期末残高 106 △29

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△136 167

当期変動額合計 △136 167

当期末残高 △29 137

純資産合計

前期末残高 35,293 37,515

当期変動額

剰余金の配当 △803 △803

当期純利益 3,165 2,481

自己株式の取得 △9 △2

自己株式の処分 6 564

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △136 167

当期変動額合計 2,221 2,407

当期末残高 37,515 39,922
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び
評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式
　　　移動平均法による原価法
(2) その他有価証券
　　時価のあるもの
　　　決算期末日の市場価格等に基
　づく時価法(評価差額は全部純
　資産直入法により処理し、売
　却原価は移動平均法により算
　定)

(1) 子会社株式及び関連会社株式
　　　同左
(2) その他有価証券
　　時価のあるもの
　　　同左

　 　　時価のないもの
　　　移動平均法による原価法

　　時価のないもの
　　　同左

２　たな卸資産の評価基準及
び評価方法

(1) 未成工事支出金
　　　個別法による原価法
(2) 材料貯蔵品
　　　先入先出法による原価法
　　  (収益性の低下による簿価切下
　　　 げの方法)
（会計方針の変更）
「棚卸資産の評価に関する会計基準」
（企業会計基準委員会　平成18年７月
５日　企業会計基準第９号）を当事業
年度から適用し、評価基準については、
原価法から原価法（収益性の低下によ
る簿価切下げの方法）に変更しており
ます。
　これに伴う、営業利益、経常利益及び
税引前当期純利益に与える影響は軽微
であります。

(1) 未成工事支出金
　　　同左
(2) 材料貯蔵品
　　　同左
 
 
　　―――――――――――――

３　固定資産の減価償却の方
法

(1) 有形固定資産
　　(リース資産を除く)
　　　定率法を採用しております。
　　ただし、平成10年４月１日以降
　　取得した建物（建物附属設備を
　　除く）については、定額法を採
　　用しております。
　　　また、取得価額10万円以上20
　　万円未満の少額減価償却資産に
　　ついては、３年間で均等償却す
　　る方法を採用しております。
　　　なお、主な耐用年数は次の通
　　りであります。
　　　建　物　　６～65年
　　　その他　　５～50年
　　　平成19年３月31日以前に取得
　　した資産については、償却可能
　　限度額まで償却が終了した翌事
　　業年度から５年間で均等償却
　　し、減価償却費に含めて計上し
　　ております。

(1) 有形固定資産
　　(リース資産を除く)
　　  同左
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　 項目 前事業年度 当事業年度
　 (自　平成20年４月１日 (自　平成21年４月１日
　 至　平成21年３月31日) 至　平成22年３月31日)
　 (2) 無形固定資産

　　(リース資産を除く)
　　　定額法を採用しております。
　　ただし、自社利用のソフトウェ
　　アについては、社内における利
　　用可能期間(５年)に基づく定額
　　法を採用しております。

(2) 無形固定資産
　　(リース資産を除く)
　　　同左

　 (3) リース資産
　 　 所有権移転外ファイナンス・
    リース取引に係るリース資産の
    減価償却の方法については、リ
　　ース期間を耐用年数とし、残存
　　価額を零とする定額法を採用し
　　ております。
　

(3) リース資産
　  　所有権移転外ファイナンス・
　　リース取引に係るリース資産の
　　減価償却の方法については、リ
　　ース期間を耐用年数とし、残存
　　価額を零とする定額法を採用し
　　ております。
      なお、リース取引開始日が平
　　成20年３月31日以前の所有権移
　　転外ファイナンス・リース取引
　　については、通常の賃貸借取引　　
　　に係る方法に準じた会計処理を
　　引き続き採用しております。

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
　　　債権の貸倒による損失に備え
　　るため、回収不能見込額を計上
　　しております。
　ａ　一般債権
　　　貸倒実績率によっております。
　ｂ　貸倒懸念債権等
　　　個別に債権の回収可能性を勘
　　　案し、回収不能見込額を計上
　　　しております。

(1) 貸倒引当金
　　　同左
　
 
  ａ　一般債権
　　　同左
　ｂ　貸倒懸念債権等
　　　同左

　 (2) 投資損失引当金
　　　子会社への投資に係る損失に
　　備えるため、当該会社の財政状
　　態等を勘案し、将来発生する可
　　能性のある損失見込額を計上し
　　ております。

(2) 投資損失引当金
　　  同左

　 (3) 工事損失引当金
　　　受注工事に係る将来の損失に
　　備えるため、当事業年度末手持
　　工事のうち損失の発生が見込ま
　　れ、かつ、その金額を合理的に
　　見積もることができる工事につ
　　いて、損失見込額を計上してお
　　ります。

(3) 工事損失引当金
　　  同左

　 (4) 役員賞与引当金
　　　役員に対して支給する賞与の
　　支出に充てるため、当事業年度
　　における支給見込額を計上して
　　おります。

(4) 役員賞与引当金　　
―――――――――――――

 

 
（追加情報）
　当社は、前事業年度において、役員に
対して支給する賞与の支出に充てるた
め、支給見込額を計上しておりました
が、平成21年６月25日開催の定時株主
総会にて役員報酬体系を見直すことが
決議されたため、当事業年度より役員
賞与引当金は計上しておりません。

　 (5) 完成工事補償引当金
　　　完成工事に係るかし担保の費
　　用に備えるため、過去一定期間
　　の補償実績率による算定額を計
　　上しております。

(5) 完成工事補償引当金
　　　同左

　

EDINET提出書類

大明株式会社(E00077)

有価証券報告書

 92/115



　

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 (6) 退職給付引当金
　　　従業員の退職給付に備えるた
　　め、当事業年度末における退職
　　給付債務及び年金資産の見込額
　　に基づき、当事業年度末におい
　　て発生していると認められる額
　　を計上しております。
　　　過去勤務債務は、その発生時
　　の従業員の平均残存勤務期間以
　　内の一定の年数(15年)による定
　　額法により費用処理しておりま
　　す。数理計算上の差異は、その
　　発生時の従業員の平均残存勤務
　　年数以内の一定の年数(15年)に
　　よる定額法により翌期から費用
　　処理しております。

(6) 退職給付引当金
　    従業員の退職給付に備えるた
　　め、当事業年度末における退職
　　給付債務及び年金資産の見込額
　　に基づき、当事業年度末におい
　　て発生していると認められる額
　　を計上しております。
　　　過去勤務債務は、その発生時
　　の従業員の平均残存勤務期間以
　　内の一定の年数(15年)による定
　　額法により費用処理しておりま
　　す。数理計算上の差異は、その
　　発生時の従業員の平均残存勤務
　　年数以内の一定の年数(15年)に
　　よる定額法により翌期から費用
　　処理しております。
（会計方針の変更）
　当事業年度より、「退職給付に係る会
計基準」の一部改正（その３）（企業
会計基準第19号　平成20年７月31日）
を適用しております。
　なお、これによる営業利益、経常利益
及び税引前当期純利益に与える影響は
ありません。　

　 (7) 役員退職慰労引当金
　　　役員の退職慰労金の支出に備
　　えるため、内規に基づく当事業
　　年度末要支給額を計上しており
　　ます。

(7) 役員退職慰労引当金
―――――――――――――

 

 
（追加情報）
　当社は、役員の退職慰労金の支払いに
備えるため、役員退職慰労引当金を計
上しておりましたが、平成21年６月25
日開催の定時株主総会において、役員
退職慰労金制度の廃止が決議されたた
め、定時株主総会の日以前の在任期間
分に対応する役員退職慰労金につい
て、打ち切り支給することといたしま
した。
　なお、支給の時期は、各役員それぞれ
の退任時とし、役員退職慰労金は、退任
まで固定負債「長期未払金」として計
上しております。　
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項目 前事業年度 当事業年度

　 (自　平成20年４月１日 (自　平成21年４月１日

　 至　平成21年３月31日) 至　平成22年３月31日)

５　収益及び費用の計上基準 　完成工事高の計上基準は工事完成基
準によるほか、長期大型請負工事(工期
が３事業年度に亘り、請負金額17億円
以上のもの)については、工事進行基準
を採用しております。

　完成工事高の計上基準は、事業年度末
日までの進捗部分について成果の確実
性が認められる工事契約については工
事進行基準（工事の進捗率の見積りは
原価比例法）を適用し、その他の工事
契約については工事完成基準を適用し
ております。

　 　 （会計方針の変更）
　請負工事に係る収益の計上について
は、従来、長期大型請負工事（工期が３
事業年度に亘り、請負金額17億円以
上）については工事進行基準を、その
他の工事については工事完成基準を適
用しておりましたが、「工事契約に関
する会計基準」（企業会計基準第15号
　平成19年12月27日）及び「工事契約
に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第18号　平成19年12
月27日）を当事業年度より適用し、当
事業年度に着手した工事契約から、当
事業年度末までの進捗部分について成
果の確実性が認められる工事について
は工事進行基準（工事の進捗率の見積
りは原価比例法）を適用し、その他の
工事については工事完成基準を適用し
ております。
　これによる当事業年度の完成工事高、
営業利益、経常利益及び税引前当期純
利益に与える影響は軽微であります。

６　消費税等の会計処理 　消費税等の会計処理は、税抜方式に
よっております。

　同左

　

【会計方針の変更】

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（リース取引に関する会計基準の適用）
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、
従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっておりましたが、「リース取引に関する会計基
準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改
正平成19年３月30日　企業会計基準第13号）及び
「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３
月30日　企業会計基準適用指針第16号）を適用し、通常
の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており
ます。
　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転
外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用し
ております。
　これに伴う、リース資産計上額、営業利益、経常利益及
び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

―――――――――――――
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【表示方法の変更】

　
前事業年度 当事業年度

(自　平成20年４月１日 (自　平成21年４月１日

至　平成21年３月31日) 至　平成22年３月31日)

――――――――――――― （貸借対照表）
　前事業年度において投資その他の資産「その他」に
含めて表示しておりました「敷金及び保証金」（前事
業年度529百万円）は重要性が増したため、当事業年度
より区分掲記しております。

　

【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

※１　このうち関係会社に対するものは次のとおりで
あります。

短期貸付金 1,020百万円

工事未払金 7,197百万円

預り金 1,800百万円

※１　このうち関係会社に対するものは次のとおりで
あります。

短期貸付金 1,373百万円

工事未払金 7,689百万円

預り金 1,724百万円

　２　保証債務
　　（１）従業員の住宅ローンに対し、債務保証を行
　　　　　っております。

488百万円

　　（２）下記連結子会社の中央資材㈱への債務に対　　
　　　
　　　　　し、債務保証を行っております。

東邦建㈱ 135百万円

大明コムテック㈱ 1百万円

計 136百万円

　２　保証債務
　　（１）従業員の住宅ローンに対し、債務保証を行
　　　　　っております。

436百万円

　　（２）下記連結子会社の中央資材㈱への債務に対　　
　　　
　　　　　し、債務保証を行っております。

東邦建㈱ 135百万円

大明ネクスト㈱ 1百万円

計 136百万円

※３　当社は、第３回無担保転換社債の一部を市場か
　　ら買戻しましたが、期末日までに償却手続が未了
　　のため、自己社債としております。当該自己社債
　　は、貸借対照表上で１年内償還予定の転換社債勘
　　定と相殺して表示しております。

流動負債
第３回無担保転
換社債

１年内償還予定の転換社債 6,752百万円

自己社債 △161百万円

計 6,591百万円

―――――――――――――

―――――――――――――
 

 

 

 

 
 

※４　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工
事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで
表示しております。損失の発生が見込まれる工事契
約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に
対応する額は25百万円であります。
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

―――――――――――――
 

※１　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額
33百万円

※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま
　　れております。

　材料費 4,204百万円

　外注費 45,664百万円

　経費 280百万円

計 50,150百万円

不動産賃貸料 30百万円

受取配当金 19百万円

貸付金利息 15百万円
　

※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま
　　れております。

　材料費 3,622百万円

　外注費 45,131百万円

　経費 282百万円

計 49,036百万円

不動産賃貸料 43百万円

受取配当金 18百万円

貸付金利息 9百万円
　

※３　一般管理費に含まれる研究開発費は、129百万
　　円であります。

※３　一般管理費に含まれる研究開発費は、126百万
　　円であります。

※４　固定資産除却損は、当社所有の工具、器具及び
　　備品を処分したことによるもの(18百万円)であり
　　ます。

―――――――――――――

※４　固定資産除却損は、当社の研修センター建設に
　　伴う従前建物の撤去等によるもの(156百万円)で　　　
　　あります。
※５　当事業年度において、当社は以下の資産グループ
について減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

神奈川県川崎市 賃貸資産
土地
構築物

42

千葉県習志野市 遊休資産
土地
構築物

39

　　　当社は、管理会計上の区分に基づき事業本部別に資
産のグルーピングを行い、賃貸用資産、遊休資産に
ついては個々の物件を単位として扱っております。
　当事業年度において、上記の賃貸資産及び遊休資
産の売却の意思決定を行ったことに伴い、帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失
81百万円（土地78百万円、構築物３百万円）として
特別損失に計上いたしました。
　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し
ており、正味売却価額については、売却予定額によ
り算定しております。

　

(株主資本等変動計算書関係)

　
前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 2,867 12 15 2,864
　

(注) １　自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものです。

   　２　自己株式の減少は、新株予約権の権利行使によるものです。

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 2,864 2 833 2,033
　

(注) １　自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものです。

　 　２　自己株式の減少は、株式交換による連結子会社の完全子会社化によるもの（823千株）及び新株予約

         権の権利行使によるもの（10千株）です。
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（借手側） （借手側）

１　ファイナンス・リース取引
　①　リース資産の内容
　　　有形固定資産
　　　主として、建設資材の在庫管理システム機器
　　（備品）であります。
　②　リース資産の減価償却の方法
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とす　　
　　る定額法によっております。
 
２　オペレーティング・リース取引
　　該当事項はありません。
 
３　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有
　権移転外ファイナンス・リース取引について、通常　
　の貸借取引に係る方法に準ずるもの
①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

車両運搬具 387 199 188

工具、器具
及び備品

806 412 393

合計 1,193 611 581

１　ファイナンス・リース取引
　①　リース資産の内容
　　　有形固定資産
　　　同左
　
　②　リース資産の減価償却の方法
      同左
 
 
２　オペレーティング・リース取引
　　同左　 
 
３　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有
　権移転外ファイナンス・リース取引について、通常
　の貸借取引に係る方法に準ずるもの
①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
　　当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

車両運搬具 367 240 127

工具、器具
及び備品

705 478 227

合計 1,073 718 354

 

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 232百万円

１年超 348

合計 581

 

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 189百万円

１年超 165

合計 354

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相
    当額

支払リース料 371百万円

減価償却費相当額 305百万円

支払利息相当額 65百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相
　　当額

支払リース料 289百万円

減価償却費相当額 234百万円

支払利息相当額 56百万円

　
④　減価償却費相当額の算定の方法
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法
　　　同左

⑤　利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との
差額を利息相当額とし、各期への配分方法について
は定額法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法
　　　同左

（減損損失について）
　　リース資産に配分された減損損失はないため、項
　目等の記載は省略しております。

(減損損失について)
　 同左
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(有価証券関係)

　

前事業年度(平成21年３月31日現在)

　　　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
　

区分 貸借対照表計上額(百万円) 時価(百万円) 差額(百万円)

子会社株式 331 313 △18

　

当事業年度(平成22年３月31日現在)

        子会社株式及び関連会社株式

　　  子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式3,313百万円、関連会社株式０百万円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　なお、東邦建㈱はジャスダック証券取引所に上場しておりましたが、当社の完全子会社となったこと

に伴い、平成22年３月19日をもって上場を廃止しております。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

                                   (単位　百万円)

　　繰延税金資産 　
　　　有価証券評価損 158

　　　固定資産評価損等 381

　　　貸倒引当金 43

　　　退職給付引当金 1,478

　　　大明共済会留保金等 25

　　　未払事業税 91

　　　未払賞与 152

　　　役員退職慰労引当金 95

　　　工事損失引当金 13

　　　投資損失引当金 630

　　　その他 50

　　繰延税金資産小計 3,120

　　　評価性引当額 △1,298

　　繰延税金資産合計 1,821

　　繰延税金負債 　
　　　固定資産圧縮積立金 196

　　　その他有価証券評価差額金 ―

　　　退職給付信託設定益 1,069

　　繰延税金負債合計 1,266

　　繰延税金資産の純額 555
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

                                   (単位　百万円)

　　繰延税金資産 　
　　　有価証券評価損 158

　　　固定資産評価損等 414

　　　貸倒引当金 33

　　　退職給付引当金 1,501

　　　大明共済会留保金等 25

　　　未払事業税 47

　　　役員退職慰労未払金 93

　　　工事損失引当金 13

　　　投資損失引当金 630

　　　その他 48

　　繰延税金資産小計 2,965

　　　評価性引当額 △1,034

　　繰延税金資産合計 1,931

　　繰延税金負債 　
　　　固定資産圧縮積立金 186

　　　その他有価証券評価差額金 40

　　　退職給付信託設定益 1,021

　　繰延税金負債合計 1,248

　　繰延税金資産の純額 682
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
　　法定実効税率 40.69％

　　(調整) 　 　
　　永久に損金に算入されない項目 1.56　
　　永久に益金に算入されない項目 △0.45　
　　住民税均等割 0.88　
　　評価性引当によるもの △0.26　
　　その他 △0.22　
　　税効果会計適用後の
　　法人税等の負担率

42.19％
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
　　法定実効税率 40.69％

　　(調整) 　 　
　　永久に損金に算入されない項目 2.00　
　　永久に益金に算入されない項目 △0.79　
　　住民税均等割 1.10　
　　評価性引当によるもの △6.86　
　　その他 △0.56　
　　税効果会計適用後の
　　法人税等の負担率

35.59％
 

　

(企業結合等関係)

　
前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

当社は、平成22年３月25日に東邦建株式会社、大明ネットワーク株式会社、大明通産株式会社、大明ネ
クスト株式会社を株式交換により、完全子会社化いたしました。
　詳細につきましては「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（企業結合等関係）」 に記載
のとおりであります。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 980円83銭１株当たり純資産額 1,021円60銭

１株当たり当期純利益 82円75銭１株当たり当期純利益 64円84銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

74円52銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

―

(注) １　当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２　算定上の基礎は、以下のとおりであります。

①　１株当たり純資産額

項目
前事業年度

（平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 37,515 39,922

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） ― ―

普通株式に係る純資産額(百万円) 37,515 39,922

普通株式の発行済株式数(千株) 41,112 41,112

普通株式の自己株式数（千株） 2,864 2,033

１株当たり純資産の算定に用いられた期末の普通株式の数(千株) 38,248 39,078

　
②　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純利益(百万円) 3,165 2,481

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 3,165 2,481

普通株式の期中平均株式数(千株) 38,249 38,267

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら
れた当期純利益調整額の主要な内訳(百万円)

　 　

　支払利息(税額相当額控除後) 71 ―

　事務手数料(税額相当額控除後) 2 ―

当期純利益調整額(百万円) 73 ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら
れた普通株式増加数の主要な内訳(千株)

　 　

　転換社債 5,209 ―

　新株予約権 8 ―

普通株式増加数(千株) 5,217 ―
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(重要な後発事象)

　
前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　　　 該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　株式会社コミューチュア及び株式会社東電通との経営統合

  当社は、平成22年６月29日開催の第66回定時株主総会における承認を前提として、平成22年10月１日を

効力発生日として株式会社コミューチュアと株式会社東電通と共同して株式移転を行うことにより共同

持株会社を設立し、各社は子会社としてその傘下に入ることについて合意に達し、平成22年５月19日開催

の取締役会において本株式移転に関する「株式移転計画書」の作成、及び「統合契約書」の締結を決議

し、同日付で株式会社コミューチュア並びに株式会社東電通と統合契約を締結いたしました。

　本件につきましては、平成22年６月29日開催の株主総会において承認されております。

　なお、詳細につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（重要な後発事象）」に

記載のとおりであります。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価
証券

その他有
価証券

㈱協和エクシオ 403,000 311

㈱ナカヨ通信機 1,510,000 302

日本電信電話㈱ 56,000 220

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 1,500 213

日本電設工業㈱ 225,000 164

古河電気工業㈱ 280,000 136

イーアクセス㈱ 1,532 104

㈱コミューチュア 181,000 97

㈱ＴＴＫ 200,000 63

㈱インターネットイニシアティブ 230 47

その他45銘柄 863,210 354

計 3,721,472 2,016

　

　
【その他】

　

種類および銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

有価証券
その他有
価証券

(証券投資信託の受益証券) 　 　

遺伝子情報革命(Iバイオ) 50,000,000 33

公社債投資信託 453,080,730 453

小計 ― 486

投資有価
証券

その他有
価証券

(証券投資信託の受益証券) 　 　

DLIBJ公社債オープン（中期コース） 100,000,000 101

Lプラス2002―09 10,000 100

Lプラス2003―03 10,000 100

Lプラス2003―06 10,000 100

日興ワールド・カレンシー・ファンド
04-03

10,000 87

インベスタ 1,650 18

野村ニューセンチュリーオープン 15,877,109 8

小計 ― 517

計 ― 1,003
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 4,961 3,276
361
(3)

7,877 2,883 280 4,994

　構築物 468 135 38 565 331 30 234

　機械及び装置 5 1 1 5 3 0 1

　車両運搬具 55 ― ― 55 45 7 9

　工具、器具及び備品 1,467 228 106 1,589 1,243 145 346

　土地 5,693 12
68
(68)

5,637 ― ― 5,637

　リース資産 79 69 ― 148 31 18 117

　建設仮勘定 1,286 265 1,219 332 ― ― 332

有形固定資産計 14,0183,989
1,795
(72)

16,2124,538 484 11,674

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア 2,138 143 33 2,249 983 409 1,265

　ソフトウェア仮勘定 45 23 45 23 ― ― 23

　その他 61 0 0 61 57 0 3

無形固定資産計 2,245 168 78 2,334 1,041 410 1,293

(注) １．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

①建物 工事事務所の建設投資 1,885百万円

②建設仮勘定 研修センターの建設投資 265百万円

③備品 工事事務所の建設投資 151百万円

④建物 研修センターの建設投資 126百万円

　

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

①建物 研修センターの建設にともなう除却 321百万円

　

３．「当期減少額」欄の（）は内数で、当期の減損損失計上額であります。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 256 1 133 10 114

投資損失引当金 1,548 ― ― ― 1,548

工事損失引当金 33 33 33 ― 33

役員賞与引当金 70 ― 70 ― ―

完成工事補償引当金 15 13 ― 15 13

役員退職慰労引当金 234 13 19 229 ―

(注) １　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替及び貸倒懸念債権等の回収によ

る戻入額であります。

２　完成工事補償引当金の「当期減少額(その他)」は、過去一定期間の補償実績率による算定額の洗替による取

崩額であります。

３　役員退職慰労引当金の「当期減少額(その他)」は、役員退職慰労金制度の廃止に伴う長期未払金への計上によ

るものであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

(Ａ)資産の部

(イ)現金預金

区分 金額(百万円)

現金 5

預金 　

　当座預金 1,786

　普通預金 3,658

　通知預金 50

　別段預金 6

　その他 29

計 5,531

合計 5,537

　

(ロ)受取手形

(ａ)相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱熊谷組 28

㈱沖電工 15

岡本建設㈱ 15

テルモ㈱ 6

芙蓉総合リース㈱ 5

その他 17

合計
89

　

(ｂ)決済月別内訳

決済月 金額(百万円)

平成22年４月 20

平成22年５月 25

平成22年６月 27

平成22年７月 15

合計 89
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(ハ)完成工事未収入金

(ａ)相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

東日本電信電話㈱ 6,814

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 4,172

イー・モバイル㈱ 1,660

エヌ・ティ・ティ・インフラネット㈱ 1,406

モトローラ㈱ 1,355

その他 10,096

合計 25,505

　

(ｂ) 滞留状況

計上期別 金額(百万円)

　　平成22年３月期　　　　計上額 25,504

　　平成21年３月期以前　　計上額
 

0

合計 25,505

　

(ニ)売掛金

(ａ)相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

新日鉄ソリューションズ㈱ 52

㈱ＮＴＴデータ 31

防衛庁 13

由井通信㈱ 11

ユニアデックス㈱ 9

その他 46

合計 164

　

(ｂ)回収状況及び滞留期間

前期繰越高
(百万円)

 
(Ａ)

当期発生高
(百万円)

 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)

 
(Ｃ)

期末残高
(百万円)

 
(Ｄ)

　
回収率(％)

　
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

　

　
滞留期間(日)

　
(Ｄ)

×365日
(Ｂ)

　

96 640 572 164 77.6 93.8
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(ホ)未成工事支出金

期首残高
(百万円)

当期支出額
(百万円)

完成工事原価への振替額
(百万円)

期末残高
(百万円)

4,938 94,103 94,474 4,568

(注) １　当期支出額及び完成工事原価への振替額には、それぞれ工事請負契約以外の売上原価570百万円を含んでお

ります。

２　期末残高の内訳は次のとおりであります。

　　材料費 1,054百万円

　　労務費 315

　　外注費 1,914

　　経費 1,283

　 　合計 4,568

　

(ヘ)材料貯蔵品

種別 金額(百万円)

工事用原材料 252

その他 1

合計 253

　

(ト)関係会社株式

銘柄 金額(百万円)

大明ネクスト㈱ 1,124

東邦建㈱ 875

大明通産㈱ 708

その他（10社） 604

合計 3,313
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(Ｂ)負債の部

(イ)工事未払金

相手先 金額(百万円)

大明ネットワーク㈱ 1,678

東邦建㈱ 1,420

大明ネクスト㈱ 1,380

大明エンジニアリング㈱ 837

大明通産㈱ 730

その他 7,474

合計 13,521

　

(ロ)未成工事受入金

期首残高
(百万円)

当期受入額
(百万円)

完成工事高への振替額
(百万円)

期末残高
(百万円)

318 80,554 80,634 238

(注)　当期受入額及び完成工事高への振替額には、それぞれ工事請負契約以外の売上高610百万円を含んでおります。

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日及び９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 （特別口座）

　 ・東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社本店

　
・東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社本店証券代行部
　（注１）

　　株主名簿管理人 （特別口座）

　　(注２)
東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告ができない場合の公告方法は、東京都において発行する日本経済新
聞に掲載する。
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
http://www.daimei.co.jp

株主に対する特典
①対象株主　毎決算期末現在の株主名簿に記載された単元株主に一律
②優待内容　毎年１回・ギフト券(1,000円相当)

（注）１　当社と東邦建株式会社の株式交換の効力発生日の前日である平成22年３月24日において、東邦建株式会社の

株式を特別口座でご所有の株主様につきましては、みずほ信託銀行株式会社が特別口座の口座管理機関と

なっております。

２　平成22年６月30日より株主名簿管理人を東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会

社に変更いたしました。

３　当社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使す

ることができない。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利　　
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第65期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)　平成21年６月25日関東財務局長に提出。

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度　第65期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)　平成21年６月25日関東財務局長に提出。

 

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第66期第１四半期（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）　平成21年８月12日関東財務局長に提

出。

第66期第２四半期（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）　平成21年11月12日関東財務局長に提

出。

第66期第３四半期（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）　平成22年２月12日関東財務局長に提

出。

 

(4)臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項６号の３（株式

移転の決定）の規定に基づくもの　平成21年11月30日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項６号の２（株式

交換の決定）の規定に基づくもの　平成21年12月10日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項６号の２（株式

交換の決定）の規定に基づくもの　平成22年１月28日関東財務局長に提出。

　

(5)臨時報告書の訂正報告書

訂正報告書（上記(4)の平成21年11月30日付臨時報告書の訂正報告書）　平成22年５月20日関東財務局長

に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年６月25日

大明株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　髙　　山　　　　　勉　　印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　村　　　　　陽　　印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岩　　出　　博　　男　　印

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられている大明株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸
表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書
及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任
は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行
われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、大明株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会
計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。
　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、大明株式会社の平
成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並び
に内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に
対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防
止又は発見することができない可能性がある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠
して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な
虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ
れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体
としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、大明株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した
上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基
準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上

　
 

※１　上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原
本は当社(有価証券報告書提出会社)が、連結財務諸表及び内部統制報告書に添付する形で別途保管している。

　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成22年６月29日

大明株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

　
　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　村　　　　　陽　　印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岩　　出　　博　　男　　印

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられている大明株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸
表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書
及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任
は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行
われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、大明株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会
計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。
　
追記情報
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、株式会社コミューチュア及び株式会社東電通と共同して
株式移転を行うことにより共同持株会社を設立することについて合意に達し、平成22年5月19日開催の取締役
会において本株式移転に関する「株式移転計画書」の作成、及び「統合契約書」の締結を決議し、同日付で統
合契約を締結した。

　

＜内部統制監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、大明株式会社の平
成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並び
に内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に
対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防
止又は発見することができない可能性がある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠
して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な
虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ
れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体
としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、大明株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した
上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基
準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　
 

※１　上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原
本は当社(有価証券報告書提出会社)が、連結財務諸表及び内部統制報告書に添付する形で別途保管している。

　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年６月25日

大明株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　髙　　山　　　　　勉　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　村　　　　　陽　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岩　　出　　博　　男　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている大明株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第65期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、大明株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

以　上

　
 

※１　上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社(有価証券報告書提出会社)が、連結財務諸表及び内部統制報告書に添付する形で別途保管している。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成22年６月29日

大明株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　村　　　　　陽　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岩　　出　　博　　男　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている大明株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第66期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、大明株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、株式会社コミューチュア及び株式会社東電通と共同して

株式移転を行うことにより共同持株会社を設立することについて合意に達し、平成22年5月19日開催の取締役

会において本株式移転に関する「株式移転計画書」の作成、及び「統合契約書」の締結を決議し、同日付で統

合契約を締結した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社(有価証券報告書提出会社)が、連結財務諸表及び内部統制報告書に添付する形で別途保管している。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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